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１ 意見募集期間 

令和５年(2023年)12月 25日(月)から令和 6年(2024年)1月 25日(木)まで【必着】 

 

２ 意見提出方法 

 ●ご持参・郵送・FAXの場合 

  「ご意見応募用紙」をご利用いただき、募集期間内必着（最終日の 17時 15分必着）で、下

記提出先までご提出ください。 

 ●電子メールの場合 

  メールの件名を「第２期札幌市教育振興基本計画（案）に対する意見」と記載のうえ、メール

本文に住所、氏名、年齢、ご意見内容を入力のうえ、募集期間内必着（最終日の 17時 15分
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どのページ・項目へのご意見かが分かるようにご記入ください。） 

 

３ 留意事項 
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  （意見概要を公表する場合、お名前・ご住所・年齢は公表いたしません。） 

 ・ご意見に対する個別の回答はいたしませんので、あらかじめご了承ください。 

 

４ 計画（案）の配布・公表場所 

 ■札幌市教育委員会 5階 生涯学習部教育政策担当課 

 ■札幌市役所２階 市政刊行物コーナー 
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第１章 第２期札幌市教育振興基本計画の策定について 

 
１ 計画の策定について  

   

札幌市では、平成２６年（2014 年）３月に「札幌市教育振興基本計画」を策

定し、市民一人一人が生涯にわたって学び続け、時代の変化に対応できるよう、

発達の各段階の「縦」の接続をより円滑に行って学びに連続性をもたせるとと

もに、学校、地域社会、企業や大学などの「横」の連携を強化し、市民ぐるみ

で支え合う体制をつくることが重要として、幼児期から生涯を通じた一貫した

教育理念に基づき、３つの基本的方向性を掲げ、教育行政を進めてきました。 

この間、「生きる力」を育むための教育活動を推進するとともに、札幌開成

中等教育学校や札幌みなみの杜高等支援学校、公立夜間中学である星友館中学

校の開校、えほん図書館、図書・情報館の開館といった教育環境の充実に注力

してきました。また、園や学校、家庭・地域の連携・協働を強化する取組を推

進するなど、多様な教育施策を展開してきました。 

一方、令和２年（2020 年）２月からの新型コロナウイルス感染症の拡大は、

日常生活が大きく変わる事態をもたらしました。学校は長期間の休業を余儀な

くされ、学校再開後も感染症対策のために制限された学校生活が続き、子ども

たちが密にならない対策を講じた取組が行われました。感染症拡大当初は、

ICT1の活用が十分といえるものではありませんでしたが、GIGA スクール構想2に

より１人１台端末が整備され、これを契機として、遠隔・オンライン教育が進

展するほか、デジタル機器の機能が活用され、一斉学習や個別学習、協働学習

など様々な場面で、ICT を活用した、リアルとデジタルを融合した学びが充実

するなど、学校教育における学びに変容をもたらしました。また、少子化・人

口減少などの社会課題や、グローバル化の急速な進展など国際情勢が目まぐる

しく変化する中、これからの社会を展望する上で、教育の果たす役割はますま

す重要となってきています。 

 そうした背景があるなか、「札幌市教育振興基本計画」の期間終了を踏まえ、

これまでの取組を振り返り、令和６年度（2024 年度）からの１０年間の札幌市

の教育における基本理念や目指すべき教育の方向性を示し、教育に関する施策

を総合的・体系的に進めていくことを目的として、新たに「第２期札幌市教育

振興基本計画」を策定しました。 
 

２ 計画の位置付け 
 

（１）法的な位置付け 
 教育基本法第１７条第２項に規定されている「地方公共団体における教育の

 
1 ICT：Information and Communication Technologyの略。情報や通信に関連する科学技術の総称。 
2 GIGAスクール構想：１人１台端末と、高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備することで、特別な支援を

必要とする子どもを含め、多様な子どもたちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化され、資質・能力が

一層確実に育成できる教育環境を実現することを目指した構想。 
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振興のための基本的計画」として策定します。 

 なお、国では、同法第１７条第１項に基づき、今後の教育施策の方向性を示

す「第４期教育振興基本計画」（計画期間：令和５～９年度（2023～2027 年度））

が令和５年（2023年度）６月に閣議決定されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）札幌市の各種計画との関係 

札幌市では、札幌市自治基本条例第１７条の規定に基づき、「第２次札幌市

まちづくり戦略ビジョン」（計画期間：令和４～１３年度（2022～2031 年度））

を策定しています。令和４年（2022 年）に市制施行１００周年を迎えた札幌市

における次の新たな１００年の礎となる今後１０年のまちづくりの基本的な指

針となるものであり、札幌市のまちづくりの計画体系では最上位に位置づけら

れる「総合計画」です。また、「子どもたちが健やかに育つ街」さっぽろを目

指して、教育の振興に関する施策を総合的に推進するため、平成２７年（2015

年）１０月に「育む さっぽろっ子 教育の大綱」が策定されました。 

本計画は、これらの「総合計画3」「教育大綱4」のほか、関連する各分野の個

別計画5との整合性に配慮しています。 

 

 

 
3 総合計画：札幌市自治基本条例第１７条に基づき策定する、総合的かつ計画的な行政運営を図るための計画。 
4 教育大綱：地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 1条の 3に基づき、地方公共団体の長が、長と教育

委員会で構成する総合教育会議で協議し、地域の実情に応じた教育、学術及び文化の振興に関する総合的

な施策について、その目標や施策の根本となる方針などを定めるもの。 
5 個別計画：総合計画の方向性に沿って策定する、子ども、福祉、スポーツなど各分野における計画。 

【教育基本法（抜粋）】 

第十七条 政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

め、教育の振興に関する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要

な事項について、基本的な計画を定め、これを国会に報告するとともに、公表しな

ければならない。 

２ 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共

団体における教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなけ

ればならない。 



- 3 - 

 

３ 計画の対象範囲 

 

 本計画は、本市の教育行政に係る基本的な計画であり、教育委員会の所管す

る市立の幼稚園・小学校・中学校・高等学校・義務教育学校・中等教育学校・

特別支援学校（以下「園・学校」という。）の学校教育及び幼児から高齢者ま

での生涯学習の全般を対象範囲としています。 

 なお、本文中、特に明記しない限り、「小学校」には「義務教育学校前期課

程」を、「中学校」には「義務教育学校後期課程」と「中等教育学校前期課程」

を、「高等学校」には「中等教育学校後期課程」を含みます。 

 

４ 計画の構成と計画期間 
 

本計画は、札幌市の教育の今後１０年間を見据えた基本理念等を示す「第２

期札幌市教育ビジョン」と、５年間で取り組む教育施策を示す「第２期札幌市

教育アクションプラン（前期・後期）」で構成しています。令和１１年度以降

については、「第２期札幌市教育アクションプラン（前期）」の成果や課題を検

証するととともに、社会経済情勢や国における教育政策の動向等を踏まえて、

新たに推進すべき教育施策について検討を行い「第２期札幌市教育アクション

プラン（後期）」として改めて策定する予定です。 

 なお、「第２期札幌市教育アクションプラン（後期）」の策定時において、

「第２期札幌市教育ビジョン」についても点検・評価を行い、必要に応じて見

直しを行います。また、本計画の計画期間中においても、新たに対応すべき教

育課題が生じた場合には、計画の見直しを行っていくものとします。 
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第１章 第２期札幌市教育振興基本計画の策定について 

 計画策定の背景・趣旨等、策定に当たっての基本的な考え方を示して

います。 

 

第２章 教育を取り巻く現状と課題 

 教育を取り巻く社会経済情勢、国における教育目標・教育政策の動向

及び札幌市の教育施策の成果と課題を分析・考察しています。 

 

第３章 第２期札幌市教育ビジョン 

 前章を踏まえ、札幌市が目指す人間像と、その人間像を実現するため

に必要な力、教育施策の基本的方向性を明らかにしています。 

 

第４章 第２期札幌市教育アクションプラン（前期） 

第２期札幌市教育ビジョンで示した人間像、その人間像を実現するた

めに必要な力、基本的方向性に沿って、前期５年間で具体的に取り組

む、「施策」及び「事業・取組」を示しています。 

 

第５章 計画の推進と進行管理 

 計画を実行性のあるものとするための推進体制と、進行管理の方法を

示しています。 

 

本計画の構成 

第
２
期
札
幌
市
教
育
振
興
基
本
計
画 

第２期札幌市教育ビジョン 

【計画期間：令和 6～１5年度】 

第２期札幌市教育アクションプラン 

【計画期間： 

（前期）令和６～10年度 

（後期）令和 11～15年度】 
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札幌市の総合計画である第２次札幌市まちづくり戦略ビジョンでは、目指す

べき都市像として「『ひと』『ゆき』『みどり』の織りなす輝きが、豊かな暮ら

しと新たな価値を創る、持続可能な世界都市・さっぽろ」を掲げ、この都市像

の実現に向けて、まちづくりを進めていく上での３つの重要な概念を定めてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

それぞれの概念における教育に関する事業・取組として、ユニバーサル（共

生）では、子どもの多様性を尊重した学びを実践していくことや、多様な教育

的ニーズへの対応等が挙げられます。また、ウエルネス（健康）では、子ども

の健康への意欲や関心を引き出すため、子どもの運動機会・習慣づくりや食育

の推進、人生１００年時代6に対応した学びと社会参加の促進が挙げられ、スマ

ート（快適・先端）では、ICT 機器等の効果的な活用により質の高い教育を推

進することや校務の情報化による効果的な学校運営が、事業・取組として挙げ

られます。 

 
6 人生 100年時代：ロンドン・ビジネス・スクール教授であるリンダ・グラットン氏が著書「LIFE SHIFT-100年

時代の人生戦略」（2016）で提唱した言葉。寿命の長寿化により、先進国の平成 19年（2007年）生まれの２

人に１人が 103歳まで生きる時代が到来するとし、100年間生きることを前提とした人生設計の必要性を論じ

たもの。 

誰もが多様性を尊重し、互いに

手を携え、心豊かにつながるこ

と。また、支える人と支えられる

人という一方向の関係性を超

え、双方向に支え合うこと 

誰もが先端技術などの利点を

享受でき、生活の快適性やま

ちの魅力が高まっていること。

誰もが新たな価値や可能性の

創出に向けて、挑戦できること 

誰もが幸せを感じながら生活

し、生涯現役として活躍できる

こと。身体的・精神的・社会的

に健康であること 

 

ウェルネス（健康） 

ユニバーサル（共生）  

スマート（快適・先端） 

＜まちづくりの重要概念＞ 

 トピックス 

（「札幌市の総合計画との関連」に関するトピック掲載） 
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第２章 教育を取り巻く現状と課題 

 

 １ 教育を取り巻く社会経済情勢 

 ２ 国における教育目標・教育政策の動向 

 ３ 札幌市の教育施策の成果と課題 

 

 

第３章 第２期札幌市教育ビジョン 

 

 １ 札幌市の教育が目指す人間像 

 ２ 基本的方向性 

基本的方向性１ 一人一人が自他のよさや可能性を認め合える学びの 

推進 

基本的方向性２ 学校・家庭・地域総ぐるみで育み、生涯にわたり学び 

続ける機会の拡充 

基本的方向性３ 社会の変化に対応した教育環境の充実 
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第２章 教育を取り巻く現状と課題 

 
１ 教育を取り巻く社会経済情勢 

  

（１）人口減少と少子高齢化の進行 

札幌市の人口は、これまで社会増加（転入超過）による人口増加が続いてい

ましたが、自然減少数（出生数が死亡数を下回る）が社会増加数を上回り、人

口減少に転じています。また、６５歳以上の高齢者人口は増加の一途をたどり、

２０４０年代にはピークを迎え、総人口の約４割となる見込です。また、１４

歳以下の人口は令和２年度（2020 年度）の約 215,000 人から、４０年後には約

130,000 人にまで減少することが見込まれています。今後、人口減少、少子高

齢化が著しく進展することが見込まれる中、札幌市がこれからも活力あふれる

社会として持続していくため、質の高い教育により一人一人の生産性や創造性

を一段と伸長させていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）家族形態・地域社会の変化 

令和２年（2020 年）国勢調査におけ

る札幌市の一般世帯を家族類型別にみ

ると、核家族世帯の割合は、平成２７

年（2015 年）に比べて 53.7％から

51.3％に低下しています。一方、単独

世帯の割合は、40.8％から 43.6％へ上

昇しています。 

また、単独世帯、夫婦のみ世帯とい

った子どもがいない世帯の割合は、

61.9％から 64.8％に上昇し、子どもが

215,386 202,000 185,000 172,000 164,000 156,000 149,000 140,000 130,000

1,208,858 1,186,000 1,149,000 1,095,000 1,017,000 951,000 899,000 853,000 811,000

549,151 580,000 607,000 634,000 670,000

682,000 680,000 667,000 649,00028% 29% 31%
33%

36% 38% 39% 40% 41%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

－

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

令和２年 ７年 12年 17年 22年 27年 32年 37年 42年

札幌市将来推計人口（令和４年推計）

14歳以下 15～64歳 65歳以上

高齢化率 

（65歳以上人口割合） 人口（人） 

注１ 令和２年国勢調査の確定値（不詳補完値）。   

注２ 百の位で四捨五入をしているため、総数と内訳の合計は必ずしも一致しない。 

＜資料＞ 札幌市まちづくり政策局政策企画部企画課 
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いる世帯の割合が低下しています。 

こうした家族形態の変容、価値観やライフスタイルの多様化等を背景とした

地域社会等のつながりや、支え合いの希薄化によって地域の教育力の低下が指

摘されています。このため、学校・家庭・地域が連携・協働することにより、

地域社会との様々な関わりを通じて、子どもたちが安心して活動できる居場所

づくりや、地域全体で子どもたちを育む学校づくりを推進することが求められ

ています。 

 

（３）社会・経済状況の変化 

Society5.07の実現を目指して AI8や IoT9など技術革新が急速に進む中、近い

将来、労働人口の相当規模が技術的には AIやロボット等により代替できるよう

になる可能性が指摘されています。一方で、芸術、歴史、哲学など抽象的な概

念を整理・創出するための知識が要求される職業や、他者との協調や、他者の

理解などが求められる職業は、AI やロボットによる代替は難しい傾向にあると

も言われており、新しいものを創り出す力や、他者と協働しチームで問題を解

決するといった能力が今後一層求められることが予測され、新たな技術を使い

こなすだけでなく、変化に柔軟に対応するための資質・能力の育成が求められ

ています。 

また、令和２年（2020 年）１月に国内で感染者が初めて確認された新型コロ

ナウイルス感染症は、その後の世界的な感染拡大により、国際経済の停滞、グ

ローバルな人的交流の減少などに加え、我が国の学校教育にも大きな影響を与

えてきました。札幌市においても、全国に先駆けて令和２年（2020 年）２月下

旬から園・学校において臨時休業措置がとられ、その期間は、各家庭で、子ど

もたちが教科書を参考にしながら学習に取り組むことができるように、教育委

員会ホームページで、動画を含めた学習課題を毎週更新するなど、学びの支援

を行いました。また、学校再開後は、対面形式となるグループワークや一斉に

大きな声で話す活動、体育における組み合ったり接触したりする活動等を見直

し、密集、密接を避けた内容に変更するほか、修学旅行や運動会等の学校行事

の開催方法を工夫するなど、感染症対策を講じた教育活動が実施されました。 

今後は、感染症の拡大や災害等で長期にわたる臨時休業措置が必要な場合で

あっても、安全面に配慮した上で、ICT の活用や活動内容の工夫などにより、

学校教育ならではの協働的な学び合いを大事にしながら教育活動を進め、最大

限子どもたちの健やかな学びを保障することが求められています。 
 

 

 

 
7 Society5.0：内閣府が提唱したサイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシ

ステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会。情報社会（Society4.0）に続く新た

な社会。 
8 AI：Artificial Interlligence（アーティフィシャル・インテリジェンス）の略。人工的にコンピューター上などで

人間と同様の知能を実現させようという試み、あるいはそのための一連の基礎技術。 
9 IoT：Internet of Things（インターネット・オブ・シングス）の略。日本語では一般的に「モノのインターネット」

と呼ばれる。身の回りのあらゆるものがインターネットでつながり、情報のやり取りをする仕組み。 
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２ 国における教育目標・教育政策の動向 

 

（１）第４期教育振興基本計画の策定 

令和５年（2023 年）６月１６日に、第４期教育振興基本計画が閣議決定され

ました。同計画では、教育基本法を普遍的な使命としつつ、新たな時代の要請

を取り入れていく「不易流行」の考え方を基調とし、2040 年以降の社会を見据

えた教育政策の在り方が示されています。 

同計画においては、総括的な基本方針として、「持続可能な社会の創り手の

育成」及び「日本社会に根差したウェルビーイング10の向上」の２つを掲げ、

その下に５つの基本的方針を定めています。その上で、令和５年度（2023 年度）

から令和９年度（2027 年度）までの５年間における教育政策の目標、基本施策

及び指標を１６項目にわたって示しています。 
 

＜５つの基本的方針＞ 

１ グローバル化する社会の持続的な発展に向けて学び続ける人材の育成 

２ 誰一人取り残されず、全ての人の可能性を引き出す共生社会の実現に向けた 

教育の推進 

３ 地域や家庭で共に学び支え合う社会の実現に向けた教育の推進 

４ 教育デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進 

５ 計画の実効性確保のための基盤整備・対話 
 

＜今後５年間の教育政策の１６の目標＞ 

１ 確かな学力の育成、幅広い知識と教養・専門的能力・職業実践力の育成 

２ 豊かな心の育成 

３ 健やかな体の育成、スポーツを通じた豊かな心身の育成 

４ グローバル社会における人材育成 

５ イノベーションを担う人材育成 

６ 主体的に社会の形成に参画する態度の育成・規範意識の醸成 

７ 多様な教育ニーズへの対応と社会的包摂 

８ 生涯学び、活躍できる環境整備 

９ 学校・家庭・地域の連携・協働の推進による地域の教育力の向上 

10  地域コミュニティの基盤を支える社会教育の推進 

11  教育 DXの推進・デジタル人材の育成 

12  指導体制・ICT環境の整備、教育研究基盤の強化 

13  経済的状況、地理的条件によらない質の高い学びの確保 

14  NPO・企業・地域団体等との連携・協働 

15  安全・安心で質の高い教育研究環境の整備、児童生徒等の安全確保 

16  各ステークホルダー11との対話を通じた計画策定・フォローアップ 

 
10 ウェルビーイング：身体的・精神的・社会的に良い状態にあることをいい、短期的な幸福のみならず、生きがいや

人生の意義など将来にわたる持続的な幸福を含むものである。また、個人のみならず、個人を取り巻く場や地

域、 社会が持続的に良い状態であることを含む包括的な概念。 
11 ステークホルダー：「利害関係者」を意味し、ある組織・プロジェクトに関わっている人々や団体のこと。該当する

組織やプロジェクトに対して、投資をしている人、従業員、顧客、サプライヤー、地域住民など対象範囲は多岐に

わたる。 
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（２）学習指導要領の改訂 

社会の変化が激しく、未来の予測が困難な時代の中で、子どもたちには自ら

課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、自ら判断して行動し、よりよい社会や人

生を切り拓いていく力が求められています。こうした中、学校での学びを通じ、

子どもたちがそのような「生きる力」を育むために、学習指導要領が約１０年

ぶりに改訂され、小学校では令和２年度（2020 年度）、中学校では令和３年度

（2021年度）から全面実施、高等学校では令和４年度（2022年度）の入学生か

ら年次進行で実施されています（幼稚園では、平成３０年度（2018 年度）に新

しい幼稚園教育要領が実施されており、特別支援学校は、小・中・高等学校学

習指導要領に合わせて実施されています。）。 

新しい学習指導要領では、よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創ると

いう目標を社会と共有しながら、これからの社会を創り出していく子どもたち

に必要な資質・能力が何かを明らかにし、それを学校教育で育成するとともに、

地域と連携・協働しながら目指すべき学校教育を実現する「社会に開かれた教

育課程」が基本的な理念に位置づけられています。 

また、教育課程全体や各教科などの学びを通じて「何ができるようになるの

か」という観点から、「知識及び技能」「思考力・判断力・表現力など」「学び

に向かう力、人間性など」の３つの柱からなる「資質・能力」を総合的にバラ

ンスよく育んでいくことが目指されています。また、これらの資質・能力を育

むために、「主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニング）12」の視点

からの授業改善や、「社会に開かれた教育課程」の理念の実現に向けて、学校

教育に関わる様々な取組を教育課程を中心に据えながら、組織的かつ計画的に

実施し、教育活動の質の向上につなげていく「カリキュラム・マネジメント13」

などが重要視されています。 

 

（３）こども基本法の施行及びこども家庭庁の創設 

 令和５年（2023 年）４月に、子どもに関する施策を社会全体で総合的かつ強

力に推進していくための包括的な基本法として、「こども基本法」が施行され

ました。「こども基本法」では、次代の社会を担うすべての子どもが、将来に

わたって幸せな生活ができる社会の実現を目指して、６つの基本理念に基づき、

子どもに関する政策を総合的に推進することを目的としています。 

「こども基本法」の施行に合わせて、子どもに関する政策を更に強力に進め

ていくため、常に子どもの視点に立ち、子どもの最善の利益を第一に考え、こ

どもまんなか社会の実現に向けて専一に取り組む独立した行政組織として、こ

ども家庭庁が創設されました。子どもにとって必要不可欠な教育は引き続き文

部科学省の下で充実するとともに、こども家庭庁と文部科学省が密接に連携す

 
12 主体的・対話的で深い学び：学ぶことに興味・関心をもち、学習活動を見通し、振り返り、課題を解決する「主体

的な学び」、他者との協働から、自己の考えを広げ深める「対話的な学び」、見方・考え方を働かせ、より深く理

解したり、思いや考えを基に創造したりすることに向かう「深い学び」の 3つの要素からなる学びの在り方。 
13 カリキュラム・マネジメント：社会に開かれた教育課程の観点から、「学校教育の効果を常に検証して改善する」

「教師が連携し、複数の教科等の連携を図りながら授業をつくる」「地域と連携し、よりよい学校教育を目指す」

とした３つの側面から、教育活動の質の向上につなげていくことが求められている。 
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ることが目指されています。 

また、こども基本法第１１条では、子どもの成長に対する支援等を主たる目

的とする施策に加え、教育施策など幅広い施策に対し、施策の対象となる子ど

もや子育て当事者等の意見を反映させるために必要な措置を講ずることを求め

ています。 
 

こども基本法：第３条（基本理念） ※条文を一部抜粋 

１ 全てのこどもについて、個人として尊重され、その基本的人権が保障されるとと

もに、差別的取扱いを受けることがないようにすること。 

２ 全てのこどもについて、適切に養育されること、その生活を保障されること、愛

され保護されること、その健やかな成長及び発達並びにその自立が図られることそ

の他の福祉に係る権利が等しく保障されるとともに、教育基本法（平成十八年法律

第百二十号）の精神にのっとり教育を受ける機会が等しく与えられること。 

３ 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、自己に直接関係する

全ての事項に関して意見を表明する機会及び多様な社会的活動に参画する機会が確

保されること。 

４ 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、

その最善の利益が優先して考慮されること。 

５ こどもの養育については、家庭を基本として行われ、父母その他の保護者が第一

義的責任を有するとの認識の下、これらの者に対してこどもの養育に関し十分な支

援を行うとともに、家庭での養育が困難なこどもにはできる限り家庭と同様の養育

環境を確保することによりこどもが心身ともに健やかに育成されるようにすること。 

６ 家庭や子育てに夢を持ち子育てに伴う喜びを実感できる社会環境を整備すること。 
 

 

（４）教育関連法令改正などの状況 

■学校教育の情報化の推進に関する法律（令和元年６月） 

・学校の各教科等の指導における情報通信技術の活用及び情報教育の充実 

・情報通信技術の特性を生かし、児童生徒の能力、特性に応じた教育の実施 

・児童生徒の個人情報の適正な取り扱い及びサイバーセキュリティの確保 

■新しい時代の初等中等教育の在り方論点取りまとめ（令和元年１２月） 

・ICTや先端技術の効果的な活用 

・義務教育９年間を見通した教科担任制の在り方 

■公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の改正 

・公立学校の教育職員について、一年単位の変形労働制の適用（令和３年４ 

月施行） 

・業務量の適切な管理等に関する指針の策定（令和２年４月施行） 

■公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律の改正

（令和３年４月施行） 

・公立小学校の学級編制の標準を４０人から３５人に段階的に引き下げ 

■学校教育法施行規則の改正（令和４年３月） 

・高等学校においても、特別の教育課程を編成して行う日本語指導を実施で

きるよう高等学校学習要領及び特別支援学校高等部学習指導要領を改正 
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３ 札幌市の教育施策の成果と課題 

 

第１期計画においては、札幌市の教育が目指す人間像「自立した札幌人」を

実現するため、３つの基本的方向性を掲げ、１２の基本施策を設定し、学校教

育や生涯学習に係る様々な施策の展開を図ってきました。 
 

自立した札幌人 

未来に向かって 創造的に考え、主体的に行動する人 

心豊かで 自他を尊重し、共に高め合い、支え合う人 

ふるさと札幌を心にもち、国際的な視野で学び続ける人 
 

基本的方向性 基本施策 

１ 

自ら学び、共に生き

る力を培う学びの推

進 

１ 自ら学ぶ喜びを実感できる学習活動の推進 

２ 共に生きる喜びを実感できる学習活動の推進 

３ 
ふるさと札幌のよさを生かした、豊かな創造力を

育む学習活動の推進 

４ 特別支援教育の充実 

５ 生涯にわたる継続的・自発的な学習活動の推進 

６ 一貫性・連続性のある教育活動の充実 

２ 
多様な学びを支える

環境の充実 

１ 安全・安心で豊かな教育環境づくり 

２ 生涯学習を支える環境づくり 

３ 教職員が力を発揮できる環境づくり 

４ 学びのセーフティネットの充実 

５ 教育の情報化の推進 

３ 
市民ぐるみで支え合

う仕組みづくり 
１ 園・学校と家庭、地域が支え合う仕組みづくり 

 

これらの施策の推進にあたっては、「教育委員会事務点検・評価」を活用し、

ＰＤＣＡサイクルによる進行管理を行いながら、次年度以降の施策の推進や改

善に反映させてきました。 

以下、札幌市教育アクションプランの基本施策ごとに、「主な取組」「指標の

状況」「成果と課題」をまとめました。 
 

 

 

 

 

 

＜指標の数値の説明＞ 

・当初値： 札幌市教育アクションプラン（後期）策定時の当初値 

・現状値： 令和５年（２０２３年）１０月までに把握した最新値 

・目標値： 札幌市教育アクションプラン（後期）で設定した目標値 
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基本的方向性１ 自ら学び、共に生きる力を培う学びの推進 
 

基本施策１－１ 自ら学ぶ喜びを実感できる学習活動の推進 

子どもに「学ぶ力」や「健やかな体」などを育むことができるよう、様々な

学習活動において、自ら学ぶ喜びを実感できる取組を推進しました。 

 

《主な取組》 
➣「学ぶ力」育成プログラム14を各学校にて作成・実施し、分かる・できる・楽しい授業

づくりの充実を推進 

➣「さっぽろっ子『学び』のススメ15」「小中一貫したつながりのススメ」「ICT 活用のスス

メ」を活用し、子どもの望ましい生活習慣、環境づくりを推進 

➣札幌開成中等教育学校において、国際バカロレア16のプログラム及び ICTを活用した課題

探究的な学習17のモデル研究を推進し、その成果を他の学校に普及・啓発 

➣小学校高学年の算数において「算数にーごープロジェクト18」による課題探究的な学習

を推進 

➣市立幼稚園等において、大学や私立幼稚園等と連携した実践研究に取り組み、その成果

を、札幌市内の幼稚園等に普及・啓発 

➣「健やかな体」育成プログラム19を各学校にて作成・実施し、指導を充実 

➣オリンピック・パラリンピックの理念を基盤として、スポーツへの関心を高め、多様な

人々と共生する気持ちを育む取組を推進 

➣「さっぽろ学校給食フードリサイクル20」などの取組を生かしながら、給食時間及び教

科等を通じ、食に関する効果的な指導を実施 

➣キャリア教育の充実に向けた職業体験や職場体験、出前講座等の取組を推進 

➣ICT 機器等を有効活用した学習や情報モラルに関する学習等の充実に向けた取組を推進 

➣全中学校に学校司書21を配置するとともに、小学校に学校図書館ボランティア22を派遣し、

授業における学校図書館等の活用や全校一斉読書など、各園・学校における取組を推進 

 
14 「学ぶ力」育成プログラム：学校での学びの質を高め、家庭とも一体となって「自ら課題を見付け、自ら学び、自

ら問題を解決する資質や能力等」の「学ぶ力」を育むことを目指した総合的な取組を示した「さっぽろっ子『学ぶ

力』の育成プラン」に基づき作成するプロクラム。 
15 さっぽろっ子「学び」のススメ：学校と家庭が一体となって子どもの学習習慣・運動習慣・生活習慣づくりを支え

る指針。ほかに、さっぽろっ子「学び」のススメの趣旨を踏まえた保護者向け資料として、「小中一貫したつなが

りのススメ」と「ＩＣＴ活用のススメ」がある。 
16 国際バカロレア：国際バカロレア機構が定める、異文化に対する理解と尊敬を通じて、平和でより良い世界の

実現のために貢献する、探究心、知識、思いやりのある若者の育成などを目的とした国際的な教育プログラム

やその資格の総称。 
17 課題探究的な学習：自らの疑問や課題をもち、主体的に解決する学習 
18 算数にーごープロジェクト：課題探究的な学習の充実の一環として、小学校高学年の算数を対象に 25人

程度の少人数指導を行うことで、学習への意欲や論理的思考力を高めることをねらうもの。 
19 「健やかな体」育成プログラム：生涯を通じて運動に親しむための基礎を培うとともに、積極的に心身の健康の

保持増進を図る資質や能力の育成を目指した総合的な取組を示した「さっぽろっ子『健やかな体』の育成プラ

ン」に基づき作成するプログラム。 
20 さっぽろ学校給食フードリサイクル：食育・環境教育の一つとして、学校給食の調理くずや食べ残しを堆肥化

し、その堆肥で栽培した作物を、全小・中学校、特別支援学校の学校給食で提供する取組。 
21 学校司書：学校図書館法第６条に規定される、学校図書館の運営の改善及び向上を図り、学校図書館の利用

の一層の促進に資するため、専ら学校図書館の職務に従事する職員。 
22 学校図書館ボランティア：開放図書館が設置されていない小学校に貸出業務や館内装飾の補助をするために

派遣されるボランティア。 
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《指標の状況》 

 

《成果と課題》 

 コロナ禍において、子どもが挑戦する機会の減少もあったことなどから、子

どもの挑戦の意欲を示す成果指標と夢や目標に対する子どもの意識についての

成果指標は、いずれも当初値に比べ目標値から遠ざかっています。 

これまで、「学ぶ力」育成プログラムを実行し、指導方法の改善を図るなど、

自ら学ぶ喜びを実感できる取組を推進し、学ぶ意欲や課題探究への意識の向上

を目指すなか、コロナ禍においても ICT を効果的に活用するなど、様々な工夫

を講じてきました。 

今後は、自ら課題をもち、互いに考えを伝え合いながら思考・判断し、課題

を解決しようとする意欲を高めるため、課題探究的な学習の推進、授業改善を

さらに推進する必要があります。また、子ども一人一人が自分のよさや可能性

に気付いていけるような生活・学習活動づくり、幼児期からの人間関係づくり、

環境づくりの再構築を図る必要があります。 

１週間の総運動時間が６０分未満の子どもの割合については、休み時間など

における活動内容や人数制限などが余儀なくされ、楽しく思い切り体を動かす

機会が必然的に少なかったことなどから、当初値に比べ目標値から遠ざかって

います。 

これまで、コロナ禍においても運動機会を確保するため、感染予防に配慮し

た上で体育の授業以外にも子どもの運動機会の充実を図るための環境整備を推

進してきました。 

また、調査の結果、運動機会が少ない子どもは「仲間、時間、空間」の三間
23が整えば運動やスポーツを実施したいという実態が明らかになりました。国

 
23 三間：子どものスポーツや外遊びに不可欠な要素である仲間・時間・空間の３つの間のこと。 

成果指標 
当初値

（2018） 

現状値 

（2022） 
目標値 傾向 

指標選定の

考え方 

難しいことでも、

失敗を恐れないで

挑戦している子ど

もの割合 

小６ 74.2% 

中３ 68.8% 

高２ 62.9% 

小５ 69.6% 

中２ 62.7% 

高２ 66.3% 

小５ 78.0% 

中２ 72.0% 

高２ 67.0% 

 

学ぶ意欲や、知

識・技能を活用

して問題解決す

ることへの子ど

もの意識を示す

指標 

将来の夢や目標を

もっている子ども

の割合 

小６ 83.2% 

中３ 70.3% 

高２ 72.2% 

小５ 78.6% 

中２ 63.9% 

高２ 72.7% 

小５ 86.0% 

中２ 72.0% 

高２ 76.0% 

 
将来の夢や目標

に対する子ども

の意識を示す指

標 

１週間の総運動時

間が６０分未満の

子どもの割合 

小５男  6.0% 

小５女 11.4% 

中２男 10.5% 

中２女 25.7% 

小５男  6.7% 

小５女 11.3% 

中２男 11.4% 

中２女 23.5% 

小５男  5.0% 
小５女  9.0% 

中２男  8.5% 

中２女 23.0% 

 子どもの１週間

の運動量を示す

指標 

読書が好きな子ど

もの割合 

小６ 77.5% 

中３ 76.4% 

高２ 72.2% 

小５ 76.7% 

中２ 71.3% 

高２ 70.2% 

小５ 79.0% 

中２ 78.0% 

高２ 75.0% 

 
読書への意欲に

関する子どもの

意識を示す指標 

未満 

未満 

未満 

未満 
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が実施する調査結果においては、運動に意欲的で、運動機会が多い子どもほど、

体力・運動能力が高い傾向にあることからも、今後は、特に運動に苦手意識を

もっている子どもが、運動の楽しさや喜びに触れ、意欲的に運動に取り組む機

会の充実を図る必要があります。 

読書に関しては、朝読書の推進、読書ウイークの実施、学校司書の配置等、

様々な取組に力を入れてきました。コロナ禍において学校生活に様々な制限が

生じ、学校図書館が閉館や利用制限を余儀なくされる等の影響があったことも

あり、当初値に比べ目標値から遠ざかっています。しかし、読書が好きな子ど

もの割合は、コロナ禍になる前と比べてほぼ変わりません。 

今後は、学校図書館に加え、１人１台端末も活用しながら様々な読書活動に

取り組み、全ての子どもが生涯にわたって読書に親しみ、豊かな人生や新たな

社会を切り拓いていけるよう、一層の取組が必要です。 

 

 

基本施策１－２ 共に生きる喜びを実感できる学習活動の推進 

子どもが周囲に働きかけつながろうとする態度を身に付けることができるよ

う、様々な学習活動において、周りの環境や他者と共に生きる喜びを実感でき

る取組を推進しました。 

 

《主な取組》 
➣「特別の教科 道徳」の時間を要とした、発達の段階に応じた道徳教育の充実 

➣民族教育や人権教育について、効果的な指導方法等について実践研究を行い、その成果

について普及・啓発 

➣性に関する正しい知識や自他を尊重する態度を育むため、産婦人科医等による専門的な

講義や講演を取り入れた授業等の実践研究及び普及・啓発 

➣子どもが自他の権利の尊重について学び、児童会・生徒会活動に主体的に参加すること

や「ピア・サポート24」の取組などを推進 

➣発達の段階に応じた多様な人々との触れ合いやボランティア活動等の体験的な学習を充

実 

➣障がいのある子どもとない子どもとが日常的に交流する取組を推進 

➣「人間尊重の教育25」を学校教育の重点の「基盤」と位置付け、相互承認の感度を高め

る教育活動を推進 

 

 

 

 

 

 

 
24 ピア・サポート：子どもたち相互の人間関係を豊かにするための学習の場を各学校の実態に応じて設定し、そこ

で得た知識や、スキルをもとに、仲間を思いやり、支えること。 
25 人間尊重の教育：全ての教育活動において基本的人権を尊重するとともに、一人一人が自他の生命を尊び、

互いにかけがえのない人間としての尊厳や個性、多様性を認め合い、あらゆる偏見や差別をなくし、支え励まし

合う温かい人間関係の中で、心豊かにたくましく生きようとする態度を育む教育。 



- 16 - 

 

《指標の状況》 

 

《成果と課題》 

コロナ禍において、他者と協力して取り組む活動の機会が減少し、子どもの

自己有用感27が育まれにくい状況等もあったことから、自己肯定感を図る成果

指標と他者へ貢献する価値に関する意識についての成果指標は、いずれも当初

値に比べ目標値から遠ざかりました。 

これまで、自己肯定感や自己有用感の涵養を図るべく「特別の教科 道徳」

が全校で実施され、他者を思いやる心や生命を尊重する心の育成を図る取組が

進められるなか、コロナ禍においても様々な工夫を講じて、可能な限り他者と

の交流や体験活動の機会を創出してきました。令和４年度から「人間尊重の教

育」を札幌市学校教育の重点に位置付け、子どもが互いの個性や多様性を認め

合い、心豊かにしなやかに生きようとする態度を育む取組を推進しています。

その中で、市立小中学校全ての子どもの声を聴き、子どもの手によって「さっ

ぽろっ子宣言～プラスのまほう28」を策定しました。 

今後は、「プラスのまほう」を合言葉に、子どもの自治的な活動を促し、自

己肯定感や自己有用感を高めるなど豊かな人間性や社会性をより一層育む取組

の推進が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
26 自己肯定感：自分の在り方を積極的に評価できる感情、自らの価値や存在意義を肯定できる感情など。 
27 自己有用感：他者との関係の中で、「自分は役に立っている」など、自分の存在を価値あるものと受け止めるこ

とができる感覚 
28 プラスのまほう：Positive（ポジティブ）、Love（ラブ）、Unique（ユニーク）、Smile（スマイル）の頭文字をとっ

て「P」「L」「U」「Ｓ」のプラスとしており、それらの思いを大切にできるよう、札幌のまちに「まほう」をかけるという

意味も加えられた、札幌市内の小中学校に通う子どもたちの共通の合言葉。 

成果指標 
当初値

（2018） 

現状値 

（2022） 
目標値 傾向 

指標選定の考え

方 

自分にはよいとこ

ろがあると考えて

いる子どもの割合 

小６ 83.1% 

中３ 79.6% 

高２ 66.3% 

小５  79.5% 

中２  75.8% 

高２  78.7% 

小５  84.0% 

中２ 80.0% 

高２ 70.0% 

 子どもの自己肯定

感26を示す指標 

人の役に立つ人間

になりたいと考え

ている子どもの割

合 

小６ 71.9% 

中３ 68.0% 

高２ 49.3% 

小５  70.1% 

中２  61.5% 

高２  57.2% 

小５ 73.0% 

中２ 70.0% 

高２ 56.0% 

 

他者へ貢献するこ

との価値に関する

子どもの意識を示

す指標 
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基本施策１－３ ふるさと札幌のよさを生かした、豊かな創造力を育む学習活動の 

推進 

子どもが、未来を切り拓く意欲をもちながら、多様な学びから新たな価値を

生み出すことができるよう、札幌の豊かな自然環境・人的環境・文化的環境を

生かした様々な学習活動を通して、ふるさと札幌への思いや願いを心に抱きつ

つ、豊かな創造力を育む取組を推進しました。 

 

《主な取組》 
➣札幌市民憲章をはじめ、札幌の歴史・文化・自然・環境・公共・未来等への理解を深め

る学習を充実 

➣「雪」「環境」「読書」の三つのテーマを中核とした、札幌の自然環境、人的環境、文化

的環境などを生かした学習活動を推進 

➣日本の伝統・文化に触れたり、外国の人々と交流したりするなどの体験的な活動を推進 

➣小学校において、外国語教育コーディネーター29（旧：英語専門教師）を位置付け、外

国語指導の充実を推進 

➣外国語指導助手（ALT）30を増員し、小・中学校における授業回数を増加 

➣「ふるさと札幌」における学び・成長に誇りをもてる教育を、札幌市学校教育の重点の

総括として位置付けながら、教育活動を実施 

 

《指標の状況》 

 

《成果と課題》 

 各教科を通し、札幌の特色や魅力を学ぶ機会を拡充するため、指導資料の普

及啓発を図り、ふるさと札幌に対する理解が進みました。札幌らしい特色ある

学校教育の中核をなす三つのテーマ（「雪」「環境」「読書」）については、大学

教授等の有識者、保護者からの助言も踏まえ、地域や学校の特色を生かした実

践をつながりと発信の視点で研究を行い、その成果を教育委員会ホームページ

等で普及・啓発をしてきました。 

 
29 外国語教育コーディネーター：小学校において、英語教育に関する年間指導計画の作成や、教材の整備、外国

語指導助手（ＡＬＴ）の活用、学校評価等をコーディネートする役割をもつ教員。 
30 外国語指導助手（ＡＬＴ）：Assistant Language Teacherの略。小学校における外国語活動や外国語科の

授業及び中・高等学校における外国語科の授業において、日本人教師の補助を行う外国人。 

成果指標 
当初値

（2018） 

現状値 

（2022） 
目標値 傾向 

指標選定の考え

方 

札幌には、好きな

場所やものがある

と答えた子どもの

割合 

小５ 91.3% 

中２ 84.5% 

高２ 78.7% 

小５ 92.1% 

中２ 87.4% 

高２ 80.8% 

小５ 92.0% 

中２ 86.0% 

高２ 84.0% 

 
ふるさと札幌のよさ

を実感している子

どもの割合を示す

指標 

外国の人と交流し

たいと思う子ども

の割合 

小５ 79.9% 

中２ 63.2% 

高２ 64.8% 

小５ 64.7% 

中２ 55.2% 

高２ 61.9% 

小５ 83.0% 

中２ 65.0% 

高２ 69.0% 

 

外国の文化に目を

向け、国際交流へ

向けた意識をもつ

子どもの割合を示

す指標 
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 国際理解教育の推進として、札幌国際プラザ31、大学等と連携し、札幌の姉

妹都市の学校との交流や外国人留学生等との交流、国際交流員による出前授業

の実施など、体験的な活動の機会を創り出し、実践例を紹介するなどして、普

及・啓発に取り組みました。 

結果として、ふるさと札幌のよさを実感している子どもの割合は当初値より

目標値に近づきました。 

今後は、より札幌らしい学校教育における学びや成長を実感し、その過程や

経験に誇りをもって、心豊かにしなやかに歩み続けられるような育みを、さら

に充実させていく必要があります。 

また、「外国の人と交流したいと思う子どもの割合」は、当初値に比べ目標

値から遠ざかりましたが、コロナ禍における入国の減少等を背景として、国際

交流の機会をもつことが難しい状況が影響したことも考えられます。 

今後は、多文化共生社会32を見据え、各校種において、外国語指導助手（ALT）

を活用した「生きた英語に触れる」機会を大切にしながら、外国語教育の充実

を図るとともに、オンラインも活用するなどして国際交流を行うなど、国際性

を育む教育活動の充実が必要です。 

 

 

基本施策１－４ 特別支援教育の充実 

誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合い、人々の多様な在り方を相互に認

め合える「共生社会」の形成に向けて、障がいのある子どもの自立と社会参加

を目指し、合理的配慮の提供に努めました。また、可能な限り障がいのある子

どもとない子どもとが共に学ぶことができるよう配慮しつつ、一人一人の教育

的ニーズに応じた適切な指導や必要な支援を行い、将来の基盤となる「生きる

力」を育む取組を推進しました。 

 

《主な取組》 
➣特別支援教育巡回相談員が、教員に対しサポートを行う取組を実施 

➣特別な教育的支援を必要とする子どもに対して学校生活上の支援を行う「学びのサポー

ター」や、身体的な介助を行う「介助アシスタント」等の外部人材の活用を推進 

➣通級指導教室33の整備・拡充 

➣「幼児教育センター34」及び「研究実践園（市立幼稚園）」において、幼児（２～６歳）

の教育に関する保護者等からの相談に、適時適切に対処 

➣幼児教育支援員（市立幼稚園の教員）が、特別な教育的支援を要する幼児への関わり方

等について、私立幼稚園等からの相談に応じるほか、研修を実施 

➣幼児期と児童期の支援を円滑に接続するため、札幌市内の幼稚園・認定こども園・保育

 
31 札幌国際プラザ：札幌市で開催されるコンベンション事業の推進、国際交流の促進を目的とした団体。 
32 多文化共生社会：国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違いを認め合い、対等な関係を築こうとしな

がら社会の構成員として共に生きていく社会。 
33 通級指導教室：障がいによる学習や生活の困難を改善・克服するための指導を行う教室。通級指導は、小学校

及び中学校等の通常の学級に在籍し、大半の授業を通常の学級で受けつつ、障がいによる学習上・生活上の

困難を主体的に改善・克服するために受ける特別の指導。 
34 幼児教育センター：幼児教育の内容・指導方法等に関する調査研究、幼稚園教諭・保育士等に対する研修機会

の提供や相談業務、幼児教育施設に対する助言、情報提供等を行う地域の拠点。 
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所・小学校の担当者で、特別な教育的支援が必要な幼児の引継を行う「幼保小連絡会」

を実施 

➣教育相談室において、発達の状況や就学等に関する不安や悩みを抱える子どもやその保

護者等からの相談に、適時適切に対処 

➣特別支援学校等を修了した知的障がい者に対して、社会生活によりよく対応できるよう

成人学級を推進 

 

《指標の状況》 

 

《成果と課題》 

特別な教育的支援を必要とする子ども一人一人の多様な教育的ニーズに応え

ていくため、教員の専門性や経験等を踏まえた研修内容の充実を図るとともに、

特別支援教育コーディネーターを中心とした支援体制の充実に向け、特別支援

教育巡回相談員による個別の教育支援計画、個別の指導計画の作成と活用に向

けたサポートや特別支援学校のセンター的機能の活用等の取組を行いました。 

各園・学校の特別支援教育の推進に努めてきた結果として、特別な教育的支

援を必要とする子どもの教育支援計画作成についての成果指標は目標値に到達

しています。 

今後も、幼児期の教育相談においては、発達や就学などに関する保護者の不

安を丁寧に聞き取り、適切な支援や情報を共有するなど、関係機関と連携を図

ることが、重要であることから、引き続き子どもたちも保護者も安心して生活

できる環境づくりを進めていく必要があります。 
 

 

基本施策１－５ 生涯にわたる継続的・自発的な学習活動の推進 

市民が生きがいをもち、豊かな人生を送ることができるよう、市民の自発的

な学びや学び合いを支援・促進するとともに、市民が学んだ成果を地域で生か

すことができる機会の創出に取り組みました。また、あらゆる世代が生涯にわ

たって意欲的に学ぶための基礎となる読書活動の支援を進めました。 

 

 

 

 

 
35 個別の教育支援計画：子どもの障がいの状態等に関わる情報を、その子どもに関わる様々な関係者が共有で

きるよう、教育的支援の目標や内容、関係者の役割分担について計画するもの。 

成果指標 
当初値

（2017） 

現状値 

（2021） 
目標値 傾向 

指標選定の考え

方 

特別な教育的支援

を必要とする子ど

もの個別の教育支

援計画35を作成し

ている幼稚園、学

校の割合 

74.7% 100% 100% 
 

特別な教育的支援

を必要とする子ど

もの教育支援計画

作成に取り組む幼

稚園、学校の割合

を示す指標 
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 《主な取組》 
➣学んだ成果をまちづくりや経済活動に生かすことができるよう、「さっぽろ市民カレッ

ジ36」において各種講座を充実 

➣青少年山の家において、豊かな自然環境を生かした体験プログラムを実施 

➣図書・情報館において、利用者の多様なニーズに対応できるよう、起業や経済、医療な

ど仕事や暮らしに関する情報提供の充実 

➣図書館において、作家や芸術家などの講演会や、多種多様な分野の図書展示の実施 

➣読書ノート37を活用した「めざせ！こども館長」の実施など、子どもが読書に親しむき

っかけづくりや読書習慣の定着に向けた取組を推進 

 

《指標の状況》 

 

《成果と課題》 

平成１２年(2000 年)に開講した総合的・体系的な学習機会である「さっぽろ

市民カレッジ」は、コロナ禍においても市民の学びの機会の確保に努めてきま

した。市民活動系や産業・ビジネス系の講座など、札幌のまちの活力を高める

ような学習機会を継続的に提供してきた結果、受講者の満足度について目標値

に到達しました。図書館においては、平成２８年（2016 年）に親子で絵本を楽

しめる「えほん図書館」を、平成３０年（2018 年）に課題解決型図書館として

「図書・情報館」をオープンさせ、その他の図書館においても様々なテーマで

魅力的な図書展示や行事を行ってきました。こうした本との出会いの創出に継

続的に取り組んできた結果、市民の図書館の利用満足度についても目標値に到

達しました。 

今後は、人生 100 年時代において、誰もが生涯にわたって学び、その成果を

日々の生活や活動に生かしてくことが重要です。そのため、社会参加の促進や

将来の地域づくりを担う人材の育成に向けて、学び合いにより生まれたネット

ワークを地域の具体的な活動に結び付けていくことや、オンラインの技術を活

用して新たなつながりを拡充していくことが必要です。 

 
36 さっぽろ市民カレッジ：まちづくりや産業の担い手の育成を進めるため、ボランティアや市民活動、まちづくり等

を促進する「市民活動系」と職業能力の向上や産業の育成・活性化を促進する「産業・ビジネス系」を柱に、「文

化・教養系」を加えた学習プログラムを継続的かつ体系的に市民に提供する講座。 
37 読書ノート：「子ども読書チャレンジプロジェクト」の一環として、平成 22年（2010年）に開始。読んだ本のタイ

トルや感想を記録することで、読書の楽しさを感じてもらうこと、読書習慣を身につけてもらうことを目的として

実施している。令和２年（2020年）からは読んだ冊数に応じて記念品をプレゼントする「めざせ！こども館長」

事業を行っている。 

成果指標 当初値 現状値 目標値 傾向 
指標選定の考え

方 

さっぽろ市民カレッ

ジの受講に満足し

ている受講者の割

合 

85.1% 

（2017） 

89.5% 

（2021） 
90.0% 

 講座受講者の満足

度を示す指標 

図書館の利用に満

足している利用者

の割合 

91.4% 

（2018） 

93.8% 

（2022） 
92.0% 

 図書館サービスに

ついての利用者の

満足度を示す指標 
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基本施策１－６ 一貫性・連続性のある教育活動の充実 

子どもの資質・能力を確実に育むため、幼児期からの一貫性・連続性のある

教育活動の充実を進めました。 

 

《主な取組》 
➣幼児期と児童期の教育を円滑に接続するため、「幼保小連携推進協議会」を市・区単位

で開催 

➣幼保小連携モデル園・校事業における実践研究の成果を普及・啓発 

➣小・中学校の学びの連続性を重視した「小中一貫した教育」の実現に向けた実践研究を

行い、その成果を普及・啓発 

➣中高の接続と６年間の学びを意識した教育課程を編成する札幌開成中等教育学校の実践

研究の成果について、他の中学校・高等学校へ普及・啓発 

➣全ての市立小中学校で「小中一貫した教育」を実施 

➣各中学校区にコーディネーターを配置し、「小中一貫した教育」のグランドデザインを

作成 

➣「小中一貫した教育」の更なる推進のため、義務教育学校を開校 

➣校種間の連携を促進することを目的に、校種間の人事交流を推進 

 

《指標の状況》 

 

《成果と課題》 
 校種間連携の実施率についての成果指標は、学校間、学年・学級間の交流が

困難な時期が続いたため、当初値に比べ目標値から遠ざかりました。 

平成３０年度（2018 年度）からは、小中連携・一貫教育推進事業モデル研究

を始め、全市において「小中一貫した教育」の啓発に取り組みました。令和２

年（2020 年）２月には、９年間の系統性・連続性のある教育を実現し、子ども

の知・徳・体の調和のとれた育ちの一層の充実を図ることを目的とした「札幌

市小中一貫した教育基本方針」を策定しました。令和４年度（2022 年度）から

は、全ての市立小中学校で実施し、教職員同士の連携や、学校・家庭・地域に

おける目指す子ども像の共有などが進められ、コロナ禍においても、体験はで

きなくとも動画や紙面による交流を実施するなど、校種間連携が途絶えないよ

う工夫した取組がなされました。 

今後は、小中一貫した教育を充実させることをはじめ幼保小連携・接続の推

進などにより、知・徳・体の調和のとれた育ちの一層の充実を図る必要があり

ます。 
 

 

 

成果指標 
当初値 

（2018） 

現状値 

（2022） 
目標値 傾向 

指標選定の考え

方 

子どもが参加する

校種間連携を実施

している学校の割

合 

小学校 99.0% 

中学校 91.7% 

高校   100% 

小学校 54.8% 

中学校 53.6%

高校  91.7% 

小学校  100% 

中学校  100% 

高校   100% 

 
子どもが異校種を

体験する機会を提

供している状況を

示す指標 
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基本的方向性２ 多様な学びを支える環境の充実 

 

基本施策２－１ 安全・安心で豊かな教育環境づくり 

子どもが安心して学ぶことができるよう、安全な学校施設を整備しました。

また、様々な教育活動を支える機能的で豊かな教育環境を整えました。 

 

《主な取組》 
➣様々な事情によって中学校で学ぶことができなかった方の学び直しの場として、北海道

初となる公立夜間中学である星友館中学校を令和４年（2022年）４月に開校 

➣災害時の避難場所としての機能を考慮した学校施設整備や、バリアフリー化38等の機能

改善など、学校施設の整備を計画的に実施 

➣地域の実情に応じて、公共施設と小学校との複合化を推進 

➣特別支援学級の拡充など、特別な支援を必要とする子どもができるだけ身近な地域で学

ぶことができる環境を整備 

➣医療的ケア39が必要な子どもの支援のため、市立園・学校に看護師を配置 

➣学校図書館の地域開放を推進し、読書を通じた地域の交流の場の機能を強化 

➣安全・安心な給食を提供するために、学校給食食材の細菌検査等の実施、食物アレルギ

ー対応、施設設備の改善及び給食従事者を対象とした研修等を実施 

➣登下校時の見守り活動や危険個所の巡視等を行う「スクールガード40」の活用を推進 

➣学校職員、区職員及び地域住民を対象とした避難場所運営研修を実施 

 

《指標の状況》 

 

 

 
38 バリアフリー化：高齢者や障がい者のある方などが社会生活をしていく上で障壁となるものを除去すること。道

路、建物、交通手段などの物理的な障壁のほか、制度面、文化・情報面や意識面のものを含めた全ての障壁を

なくすことを意味している。なお、こうした障壁が除去された状態をバリアフリーという。 
39 医療的ケア：一般的に学校や在宅等で日常的に行われている、たんの吸引・経管栄養・気管切開部の衛生管理

等の医行為のこと。 
40 スクールガード：幼稚園・小学校・特別支援学校の校舎付近で、子どもの登下校時の見守り活動や、危険個所

の巡視などを行うボランティア。 

成果指標 
当初値 

（2018） 

現状値 

（2022） 
目標値 傾向 

指標選定の考え

方 

子どもが自ら身を

守ろうとする態度

や能力を育む安全

教育を実施した学

校の割合 

小学校 100%   

中学校 100% 

高校  100% 

小学校 100%   

中学校 100% 

高校  100% 

小学校 100%   

中学校 100% 

高校  100% 

- 

学校の安全教育の

取組状況を示す指

標 

小中学校における

特別支援学級の整

備率 

小学校 92.6% 

中学校 84.8% 

小学校 97.4% 

中学校 89.9% 

小学校 93.0% 

中学校 85.0% 

 

障がいのある子ど

もが、身近な地域

において障がいの

状態などに応じた

きめ細かな教育を

受けるための環境

整備状況を示す指

標 
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《成果と課題》 

 学校安全計画41に基づき、子どもが危険から自ら身を守ろうとする態度や能

力を育む実践的・実効的な安全教育を全学校にて実施することで、学校安全教

育の取組状況についての成果指標は、目標値に到達しています。また、家庭や

地域等と連携し、登下校時の見守り活動を行ってきました。 

 特別支援学級の整備についての成果指標は、子どもが身近な地域の学校で障

がいの状態などに応じたきめ細かな教育を受けられるよう、保護者からの要望

に基づき、積極的に取組を進めることで、目標値に到達しました。今後も、引

き続き特別支援学級の整備・拡充を進めることが必要です。 

また、医療的ケアが必要な幼児児童生徒の支援のため、希望する全ての市立

園・学校に看護師を配置することによって、保護者の負担軽減を図ることがで

きているため、今後も、医療的ケア児に必要な支援が行き届くよう、体制を維

持していく必要があります。 

 

 

基本施策２－２ 生涯学習を支える環境づくり 

市民が生涯にわたって学び続けることができるよう、生涯学習センター42と

図書館との連携を核として多種多様な学習環境を整備しました。 

 

《主な取組》 
➣絵本専門の図書館として、「えほん図書館」を平成 28年（2016 年）11月に開館 

➣課題解決型図書館として、「図書・情報館」を平成 30年（2018 年）10月に開館 

➣「さっぽろ市民カレッジ」において図書館と連携し、図書館の資源を生かした講座を開

催 

➣図書館利用者の利便性向上のため、えほん図書館及び図書・情報館において IC タグ43を

導入 

➣中央図書館電子図書コーナーの設置及び図書・情報館への館内閲覧用タブレットの導入

など、電子書籍の閲覧環境を整備 

➣青少年科学館などの生涯学習関連施設の計画的な学習環境の整備を実施 

 

 

 

 

 
41 学校安全計画：学校保健安全法において規定されている計画。学校においては、児童生徒等の安全の確保を

図るため、当該学校の施設及び設備の安全点検、児童生徒等に対する通学を含めた学校生活その他の日常生

活における安全に関する指導、職員の研修その他学校における安全に関する事項について計画を策定し、これ

を実施しなければならない。 
42 生涯学習センター：市民の様々な生涯学習活動を支援することを目的とした施設。436万人収容可能なホー

ルをはじめ、演劇や音楽の練習スタジオ、図書の閲覧やデジタル映像ソフトの視聴が可能なメディアプラザ、陶

芸室、茶室など、幅広い学習ニーズに対応できる設備と機能がある。 
43 ICタグ：ICチップが搭載された小型のタグ（シール）のことで、電波を利用して非接触で情報のやりとりを行

い、個体を識別する機能がある。図書に貼り付けることで、自動貸出・返却機の利用や蔵書点検作業の短縮等

の活用ができる。 
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《指標の状況》 

 

《成果と課題》 

 主に生涯学習センターで実施している「さっぽろ市民カレッジ」について、

図書館や区民センターと連携して展開するなど、身近な地域で学びを深めるこ

とができる環境づくりを進めた結果、生涯学習関連施設の利用満足度は、目標

値に到達しました。 

 今後も、市民が身近な地域において学び続けることができるよう、図書館な

どの身近な場で学びを深められる環境づくりを進めます。 

 

 

基本施策２－３ 教職員が力を発揮できる環境づくり 

複雑化・高度化する教育課題に対応するため、教職員の専門的知識・技能を

向上させるとともに、管理職のリーダーシップの下、組織的かつ効果的に教育

活動を展開することができるよう、教職員の採用や人事、研修の工夫・改善に

取り組みました。また、学校教育の成果向上のため、教職員が心身共に健康で

質の高い教育活動を実現できる環境づくりに取り組みました。 

 

《主な取組》 
➣園・学校の管理職を対象に「学校経営の充実」や「危機管理」「法を踏まえた対応」等

をテーマとする研修を実施 

➣教職経験年数に応じた研修において、経験年数が異なる教員同士が学び合うことのでき

る研修を実施 

➣小中学校等の教職員が学校の枠を越えて集い、相互の授業公開を中心とした実践的な研

究「札幌市教育研究推進事業」の推進 

➣教員の働き方改革に資する各学校の優れた取組を他校に広げるために表彰制度を実施 

➣教職員の校務負担軽減を図るため、「校務支援システム44」の活用を推進 

 

 

 

 

 
44 校務支援システム：学校における子どもの情報をデータ化し、成績処理、履修管理、学籍管理、保健管理、学校

徴収金管理、各種名簿の作成、日常生活の把握などの学校業務（校務）を効果的に行うシステム。 

成果指標 当初値 現状値 目標値 傾向 
指標選定の考え

方 

生涯学習関連施設

の利用に満足して

いる利用者の割合 

86.0% 

(2017) 

92.9% 

（2021） 
90.0% 

 施設利用者の満足

度を示す指標 

（再）図書館の利用

に満足している利

用者の割合 

91.4% 

（2018） 

93.8% 

（2022） 
92.0% 

 図書館サービスに

ついての利用者の

満足度を示す指標 
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《指標の状況》 

 

《成果と課題》 

平成２９年度（2017 年度）に「札幌市が求める教員像」を策定し、札幌市の

教員の基本的な姿を示すとともに、教員の資質の向上を目指し「札幌市教員育

成指標45」を策定し、毎年度、育成指標の見直しを図ってきました。 

令和２年度（2020 年度）以降は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観

点から、動画配信研修も加えて各研修を実施しました。効果的な研修を提供で

きたかどうかを示す成果指標は、当初値に比べ目標値からわずかに遠ざかりま

したが、これは、対面による協議・交流などを通して、具体的な活用のアイデ

ア等を学びたかったという振り返りが反映されたものであると考えます。また、

約 95％の教員が「研修の成果を活用できる」と回答しており、アンケートには、

「繰り返し視聴することができる」などの動画配信研修のよさについて触れた

ものも多くみられました。 

今後は、教職員自身が学校教育を取り巻く環境の変化を前向きに受け止め、

「主体的な教師の学び」「個別最適な教師の学び」「協働的な教師の学び」とい

った「新たな教師の学びの姿」の実現を目指す必要があります。 

 

 

基本施策２－４ 学びのセーフティネットの充実 

誰もが安心して学び、成長していくことができるよう、いじめや不登校、保

護者の経済状況などに起因する問題の未然防止・早期発見に努めるとともに、

一人一人の状況に応じた支援の充実を図りました。 

 

《主な取組》 
➣いじめの早期発見・対処を図るため、「悩みやいじめに関するアンケート調査」を全市

立学校で実施 

➣支援の必要な子どもを早期に発見し、関係機関をつなぐことができるよう、巡回スクー

ルソーシャルワーカー46が、全市立小学校を定期的に訪問 

➣相談支援パートナー47を活用して、不登校やその心配のある児童生徒に対して、校内の

別室対応や家庭訪問など、きめ細かな支援を充実 

 
45 札幌市教員育成指標：教育公務員特例法第二十三条の三で規定される、校長及び教員としての資質の向上に

関する指標。札幌市教育委員会が任命権者となる市立園・学校の園長、校長及び教員が対象となる。 
46 スクールソーシャルワーカー：教育と福祉の両面に関わる専門的な知識や技術を活用し、学校、家庭、地域の関

係機関をつなぎ、問題を抱えた子どもを取り巻く環境の改善に向けて支援する専門家。 
47 相談支援パートナー：不登校やその心配のある子どもに対し、教職員と協力しながら、登校に向けた支援や別

室での学習支援などを行うボランティア。 

成果指標 
当初値

（2018） 

現状値 

（2022） 
目標値 傾向 

指標選定の考え

方 

研修の成果を活用

できると答えた教

職員の割合 

98.9% 95.9% 100% 
 

学校等で活用が期

待される研修が提

供できたかどうか

を示す指標 
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 ➣教育支援センター48の市内６箇所体制により、不登校児童生徒が学校復帰や社会的自立

に向かうことができるよう、一人一人の状況に応じた支援を充実 

➣帰国・外国人児童生徒の日本語の困り等にも対応する「学びの支援総合センター」を設  

 置 

 

《指標の状況》 

 

《成果と課題》 

 積極的にいじめを認知し、早期に対応する教職員の意識は高まってきていま

すが、「学校いじめ防止基本方針」に基づき、校内のいじめ対策組織を機能さ

せ、いじめの防止・早期発見・対処に学校全体で組織的に取り組む体制の充実

に向けて、さらなる啓発を図る必要があります。 

 相談窓口周知カード等を用いて各種相談窓口を周知するとともに、１人１台

端末から相談窓口を紹介するホームページを簡単に閲覧できるようにするなど、

子どもが身近な大人に相談しやすい環境づくりや、相談することの意義につい

ての指導を充実させる取組を進めた結果、自分の悩みを相談できる子どもの割

合は目標値に向かっています。 

 一方、不登校児童生徒の在籍率は当初値に比べ目標値から遠ざかっています。

これは、児童生徒の休養の必要性を明示した「義務教育の段階における普通教

育に相当する教育の機会の確保等に関する法律」の趣旨の浸透の側面等による

保護者の学校に対する意識の変化も考えられますが、長期化するコロナ禍によ

る生活環境の変化により生活リズムが乱れやすい状況が続いたことや、学校生

活において様々な制限がある中で、交友関係を築くことが難しかったことなど、

登校する意欲が湧きにくい状況にあったこと等も背景として考えられます。 

今後は、小学校への相談支援パートナーのモデル配置により、保護者と学校

との連携が進むなどの改善が見られたことから、効果検証を引き続き実施して

いきます。また、関係機関との連携により、悩みや困りを抱える子どもの相談

支援体制のさらなる充実を図るとともに、子どもが自分を大切に思う自尊感情

をもち、自他のかけがえのない命を大切にする指導の充実を図る必要がありま

す。 

 

 
48 教育支援センター：学校に通うことの難しい不登校児童生徒の社会的自立へ向けた状況の改善を図るため、

仲間と共に学習や体験活動に取り組む施設。 

成果指標 当初値 現状値 目標値 傾向 
指標選定の考え

方 

いじめなどの不安

や悩みを身近な人

などに相談する子

どもの割合 

小学校 93.9% 

中学校 86.5% 

高校            88.8% 

（2018） 

小学校 94.1% 

中学校 89.4% 

高校             94.1% 

（2022） 

小学校 96.0% 

中学校 90.0% 

高校             90.0% 

 子どもが悩みを相

談できる相手の有

無を示す指標 

不登校児童生徒の

在籍率 

1.76% 

（2017） 

3.18% 

（2021） 
1.6%未満 

 
小中学校の全児童

生徒のうち不登校

児童生徒の割合を

示す指標 
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基本施策２－５ 教育の情報化の推進 

学校において、ICT 機器等の整備を進め、最大限に活用することによって、

教育の質の向上を図りました。 

 

《主な取組》 
➣校内無線 LAN の整備のほか、通信ネットワーク環境を改良 

➣クラウド型の授業支援ソフト及びドリル教材の導入 

➣教職員の校務負担軽減を図るため、「校務支援システム」の活用を推進 

 

《指標の状況》 

 

《成果と課題》 

平成２９年度（2017 年度）から全中学校に「授業用タブレット端末」を段階

的に整備し、大型テレビに投影する等、教職員が日常的にタブレット端末など

の ICT を活用することで「分かる・できる・楽しい授業づくり」をより充実し

てきました。令和２年度（2020 年度）からは学習指導要領の改訂に伴い、プロ

グラミング教育が必修となり、プログラミング的思考の育みにも取り組んでい

ます。 

令和５年度（2023 年度）までに整備が予定されていた GIGA スクール構想に

よる１人１台端末の導入も令和３年度（2021 年度）から進められ、小中学校の

全児童生徒用の端末及び高速大容量の通信ネットワーク環境の一体的な整備が

実施され、コロナ禍においても子どもたちの学びの機会を確保するための ICT

環境を整備しました。 

令和３年（2021 年）３月に「１人１台端末ガイドライン【札幌版】」を作成

するなどし、端末活用を日常化することを目標に、授業等での活用が進みまし

た。また、小中学校におけるタブレット端末の活用事例を収集し、各学校へ周

知することで、教員の ICT活用指導については目標値に向かっています。 

今後も、GIGA スクール構想により環境整備が急速に進むことから、端末活用

を推進するために、研修の開催や１人１台端末活用のガイドラインを活用し、

より一層の向上を目指すことが必要です。 

 

 

 

 

 

成果指標 
当初値

（2018） 

現状値 

（2022） 
目標値 傾向 

指標選定の考え

方 

授業や校務にＩＣＴ

を効果的に活用で

きる教員の割合 

71.6% 81.9% 77.0% 
 

教員がＩＣＴを授

業に効果的に活用

するとともに子ど

もに指導できてい

るかどうかを示す

指標 
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基本的方向性３ 市民ぐるみで支え合う仕組みづくり 
 

基本施策３－１ 園・学校と家庭、地域が支え合う仕組みづくり 

社会全体で子どもの成長を支えるため、地域に開かれた園・学校づくりや、

地域住民・企業・大学等の教育機関がもつ人的資源や技能など、地域の教育力

を生かした学習環境づくりを進めました。 

 

《主な取組》 
➣地域と学校が連携し子どもたちに多様な学びを提供する「サッポロサタデースクール49」

を実施 

➣学校図書館の地域開放校を増やし、地域人材を活用した取組を拡大 

➣「市立高校コンシェルジュ50」が、学校と地域をつなぐコーディネーターとして、学校

や地域の特色を活かしたカリキュラムの策定・実施支援を実施 

➣園・学校において、地域・企業・大学等と連携し、様々な教育活動でボランティアの活

用を推進 

➣市立幼稚園・市立認定こども園において、幼児やその保護者等を対象に、活動体験や子

育てに関する講座などを実施、また預かり保育を通して、保護者との連携を強化 

 

 

《指標の状況》 

 

《成果と課題》 

 教育活動に係る自己評価及び、保護者など学校関係者等による評価の実施と

その結果の公表・説明により、適切に説明責任を果たすとともに、保護者、地

域住民等からの理解と参画を得て、学校・家庭・地域の連携・協力による学校

づくりを進めてきましたが、コロナ禍により保護者や地域の人との連携が難し

い時期が続いたことなどから、地域人材の効果的な活用を示す成果指標は、当

 
49 サッポロサタデースクール：地域の教育力の向上を図るとともに、地域と学校の連携の仕組みを整えることを目

的に、地域の多様な経験や技能をもつ人材・企業等の豊かな社会資源を活用した学習支援や地域の伝統文化

体験活動等のプログラムを、土曜日や学校の長期休業中に学校施設等を活用して実施する事業。 
50 市立高校コンシェルジュ：学校が新たな取組を実施するに当たり、外部人材と学校とをつなぐための調整役を

果たしたり、学校の取組の成果を広く市民に情報発信したりする機能をもった組織や人材。 

成果指標 
当初値

（2018） 

現状値 

（2022） 
目標値 傾向 

指標選定の考え

方 

保護者や地域の人

の学校支援ボラン

ティア活動を学校

の教育水準の向上

に効果的に活用し

ている学校の割合 

小学校 91.2%   

中学校 81.8% 

小学校 92.9%   

中学校 75.5% 

小学校 95.0%   

中学校 85.0% 
- 

学校が地域人材等

を教育水準の向上

に効果的に活用で

きているかどうか

を示す指標 

家の人と学校での

出来事について話

をする子どもの割

合 

小６ 78.8% 

中３ 74.8% 

小５ 81.3% 

中２ 76.0% 

小５ 80.0% 

中２ 77.0% 

 家庭でのコミュニ

ケーションの定着

度を示す指標 
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初値に比べ目標値から遠ざかりました。 

 今後は、学校教育に求められるニーズが多様化しており、学校だけで対応し

ていくことは困難な状況になっていることを踏まえ、学校・家庭・地域が連携

して子どもたちを育むことができるような取組を推進していく必要があります。 

また、家庭教育の重要性を発信するとともに、子育てや家庭教育に関する知

識等を学習する機会を提供し、家族間のコミュニケーション増加に繋がるよう

な取組等を行った結果、家の人と学校での出来事について話をする子どもの割

合は、小学生については目標値に到達し、中学生についても目標値に向かって

います。 

今後も、保護者等が安心して子育てや家庭教育を行えるよう、「家庭教育学

級51」や「親育ち応援団52」を実施し、家庭教育の支援を充実させることで、家

庭における教育力の向上を図る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
51 家庭教育学級:家庭における教育力の向上を図ることを目的に、幼稚園、小学校、中学校を単位として、親等が

子どもとの接し方や親としての役割などについて自主的に学習する事業。 
52 親育ち応援団:講演会などを通じて、子育て中の親等を対象に、生活習慣やしつけ等に関する知識や技術習得

などの情報発信や助言等を行う事業。 
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札幌らしい特色ある学校教育のキャラクター 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

          ゆっぽろ  ちっきゅん おっほん 

  

札幌の子どもたちが、【雪】【環境】【読書】にかかわる学習に親しみをもっ

て取り組めるよう、平成 22 年（2010 年）に誕生したキャラクターたちです。

札幌平岸高等学校デザインアートコースにキャラクターデザインを依頼し、キ

ャラクター名を市立幼稚園、学校の子どもたちから募集しました。 

各種学校行事やイベントに出演し、学習活動の普及促進に向けて幅広く活躍

しています。 

 

ゆっぽろ：雪国札幌を考える【雪】 

札幌の大切な特色の一つであり、「札幌らしさ」を学ぶための

貴重な財産である「雪」を通して、ふるさと札幌への思いを強め、

雪に親しみ、雪と共生しようとする心を培います。 

 

ちっきゅん：未来の札幌を考える【環境】 

「環境首都・札幌」宣言に基づき「さっぽろ地球環境憲章」

を制定した札幌の市民として、四季折々の美しい自然と豊かな

文化を次世代に伝え、地球と札幌のよりよい環境を創造しよう

とする心を培います。 

 

おっほん：学びの基盤となる【読書】 

「読書」により言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、創   

造力を豊かにするとともに、「知的好奇心」をふくらませ、一生

涯にわたり学び続けようとする心を培います。 

 

 トピックス 

（「札幌らしい特色ある学校教育のキャラクター」 

に関するトピック掲載） 
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第３章 第２期札幌市教育ビジョン 
 

１ 札幌市の教育が目指す人間像 
 

教育基本法では、「教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び

社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して

行わなければならない」と、教育の目的が定められています。 

本計画では、札幌市の教育が目指すべき人格、すなわち、上記の「平和で民

主的な国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な姿」

を簡潔に表現した「札幌市の教育が目指す人間像」を次のとおり掲げます。 
 

 

自立した札幌人 

 

 

いかに時代が変わろうとも、「人格の完成」に向けては、一人の人間として

「自立」することが求められます。 

幼児期に遊びを通して、人や自然と豊かに関わり、自分が誰かの役に立って

いると感じるなど、自己肯定感や自己有用感を育むことが「自立」への第一歩

です。そして、発達の段階に応じて、様々な社会体験を通じ、自らの人生をか

けがえのないものとして受け止め、一人の人間として生きる自覚をもち、未来

に向かって行動することが大切です。 

しかし、この自覚は決して、自分さえよければ、といった利己的な考え方や、

孤立して生きることを求めるものではありません。他者を自分と同じ「自立し

た存在」として尊重し、共に支え合いながら生きていくという「共生」の思い

を併せもつことが不可欠です。そして、「共生」の対象は、身近な家族や地域

の方々はもとより、世代や性別、国籍、文化の違い、障がいの有無などにかか

わらず、同じ時代を生きている世界中の人々、更には、今の社会を築き上げた

先人やまだ見ぬ未来の世代までをも含むものです。 

また、誰もが、様々な課題を自らの問題と考え、互いの個性や多様性を認め

合う寛容さと相互の信頼感のもとで、自己のもつ能力を十分に発揮して積極的

に社会参加し、生きる喜びと幸せを感じることが大切です。 

本計画では、このように、広く、時や空間を超えた他者との「共生」への願

いを込め、「共生」と一体となった幅広い意味をもつ「自立」を「自立した」

と表現しています。 

一方、「平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質」は、不変

なものであるとともに、時代の変化に伴って変わるものでもあり、また、同じ

時代であっても、地域の状況によって左右されるものです。 

現代は将来の予測が困難な時代であり、その特徴である変動性、不確実性、

複雑性、曖昧性の頭文字53をとって「VUCA」の時代とも言われています。新型

 
53 Volatility（変動性）、Uncertainty（不確実性）、Complexity（複雑性）、Ambiguity（曖昧性） 
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コロナウイルス感染症拡大の影響や、昨今の国際情勢の不安定化は、まさに予

測困難な時代を象徴する事態であり、こうした状況にいかに対応していくかは、

今後、重要な課題と言えます。 

社会の変化に柔軟に対応しながら、これからの時代を生きるためには、AI で

は代替することのできない豊かな人間性がこれまで以上に必要となります。多

様な人々との関わりのなかで、人間ならではの感性や創造力を発揮し、自他の

よさや可能性を認め、高め合うことを通して、自分の軸とともに対立やジレン

マに対処する強さと柔軟さ、いわば、しなやかさが備わり、自分らしく生きる

ことが可能となります。そして、自分らしく生きていくことが保障され、自ら

の考えを広げ深めながら、新たな考えや価値を創造していき、系統性・連続性

をもった質の高い学びを重ね、一人一人が成長を実感したり、学んだ成果を発

揮したりすることは、個々の夢や希望、生きがいへと結びつき、個人それぞれ

が幸せや豊かさを感じるとともに、地域、社会も豊かさを感じられる、いわゆ

る「ウェルビーイング」を創る原動力となります。 

このような状況を受け止め、先人が知恵と努力で築き上げてきた、この自然

豊かで文化芸術の薫り高いまちを、次世代に良好な形で引き継いでいくには、

様々な変化に柔軟に対応できるよう、知識を覚えるだけではなく、知識をどの

ように生かし、組み合わせていくのかを自分で考え、判断、決定、行動するこ

と、そして、多様な生き方をしてきた人々の意見や考えを踏まえた上で、多面

的・多角的に考察、構想し、構想したことを基に、これまでの自己の生活を振

り返ったり、社会生活に生かそうとしたりして、新たな価値を創造し、主体的

に社会の形成に参画していくことが必要といえます。こうした資質を有する人

間の在り方を「札幌人」と表現し、札幌の豊かな自然や社会、文化の中で学び、

生活した経験をもつ者が、その恵まれた環境の中で育まれる創造力や豊かな心

などの総合的な素養を生かし、自身を理解するとともに、ふるさと札幌におけ

る学びや成長を実感し、その過程や経験に誇りをもつ視点と多様な価値観や文

化を理解、尊重する視点を併せ持ち、他者と協働しながら持続可能な社会の発

展に向けて行動する人になってほしいという思いが込められています。 
 

 すなわち、「自立した札幌人」とは 

 

・未来に向かって 新たな価値を創造し 主体的に学び続ける人 

 

・自他のよさや可能性を認め合い しなやかに自分らしさを発揮する人 

 

・ふるさと札幌に誇りをもち 持続可能な社会の発展に向けて 行動する人 

 

であることを意味しています。 
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２ 基本的方向性 
 

札幌市の教育が目指す人間像「自立した札幌人」の実現に向けて、社会情勢

の変化や札幌市の教育の現状と課題を踏まえ、今後の教育施策を展開するうえ

で、教育機会と活動の視点、地域連携と学び続ける視点、土台となる環境整備

の視点から３つの基本的方向性を次のとおり、掲げます。 

 

【基本的方向性１】  

 一人一人が自他のよさや可能性を認め合える学びの推進  

 

 

○一人一人のよさや可能性を生かし、多様性を尊重する態度を育むことで、 

自他の考えを広げ、新たな価値の創出につながる取組を進めます。 

 

様々な情報が溢れ、人と人との関係性が複雑化する社会において、子どもが

自立し成長するためには、自尊感情を醸成し、多様性を尊重する心を養う必要

があります。子ども同士が支え合い、生かし合うといった関わりを通して、自

己肯定感、自己有用感が育まれ、個々の多様な能力の伸長が図られます。 

また、先行きが不透明で、将来の予測が困難な未来を迎えようとしているな

か、こうした社会で生きる子どもたちには、予測される世界を想定し、そこか

ら逆算して対応策を考えるだけでなく、自らが望む未来に向けて、自ら課題を

見出し、その解決を目指す過程で他者と協働しながら複雑化・多様化した社会

の課題解決につなげ、人生、社会をより豊かにするための新たな価値を創り出

していくことが必要です。 

 

○様々な悩みや不安を抱えた子どもの心のケア等、幅広い取組から、学校等が

子どもたちにとって、安心感、充実感が得られる活動の場となるよう支援の

充実を図ります。 

 

社会環境や家庭環境など、子どもたちを取り巻く環境は複雑化するとともに、

不安定さや不確実さが増しており、子どもの心身や人間関係など、多方面に影

響を及ぼしています。学校等が子どもたちにとって、安心感、充実感を得られ

る活動の場となるよう、いじめや児童虐待の未然防止や早期対応、不登校児童

生徒への対応、様々な悩みや不安を抱えた子どもたちの心のケアなど、幅広い

取組が必要です。 
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○一人一人の可能性を最大限に伸ばし、自分らしく豊かな生活を送ることがで

きるよう、それぞれの状況を踏まえ、多様なニーズに対応した教育支援体制

の整備を進めます。 

 

不登校や障がいのある子、日本語指導教育が必要な子など、様々な環境にあ

る子どもが、未来に希望をもち、夢に向かって学ぶことができるためには、教

育活動を通して、一人一人の可能性を最大限に伸ばし、自分らしさを発揮し豊

かな生活を送ることができるよう、それぞれの状況を踏まえ、多様なニーズに

対応した教育機会の確保が必要です。 

 

 

【基本的方向性２】 

 学校・家庭・地域総ぐるみで育み、生涯にわたり学び続ける機会の拡充 

 

 

○学校・家庭・地域が一体となって地域全体で子どもたちを支援し、関わり合

いのなかで子どもの声を大切にした学校・地域を目指すことで、子どもも大

人も育ち合い、よりよいまちづくりにもつながる活動の充実を図ります。 

 

自然災害や事故・事件、感染症等の健康問題、家庭環境の多様化等、子ども

たちを取り巻く環境は不確実性が高くなっています。そのような状況の下、学

校の運営に当たっては、学校だけで解決できない課題も多く存在しています。

また、幼児教育から各段階に応じた切れ目のない支援を行うためには、教育委

員会や各関係機関だけではなく、学校、家庭、地域の教育に携わる全ての人が、

それぞれの役割と責任を果たしながら、互いに連携協力し、子どもたちを支え

る、まさに、社会総がかりで子どもを育む活動に取り組み、教育課題を解決し

ていくことが必要です。 

これからの時代は、個人が豊かに生き、自立するだけではなく、社会を構成

する人々や組織が互いに協働しながら様々な問題を解決していくことが求めら

れます。そのような時代を担う子どもたちが心豊かでしなやかに成長するため

には、子どもの頃から、社会や人々と関わり、多様な経験をすることが必要で

す。地域には多様な人的・物的資源があり、子どもたちは、地域の人々との日

常的なふれあいや様々な経験を通じて、地域の構成員としての社会性なども身

に付けることができます。また、子どもの声に耳を傾ける学校や地域となるこ

とで、子どもの自己決定、自己実現の場を創出することにつながります。教育

に対する市民の関心と理解を一層深め、学校と家庭、地域が目標を共有し、地

域全体で子どもの学びや育ちを支えることで、保護者や地域住民が学校の諸活

動により積極的に参加できるように取り組み、子どもも大人も育ち合う教育活

動の推進に取り組むことが必要です。 
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○一人一人がより豊かな人生を送ることができるよう、全ての人々が、生涯に

わたり学び続けられる場を充実させるとともに、持続的な地域コミュニティ

の形成に向けて、学んだ成果を生かすことができる機会の拡充を進めます。 

 

全ての人が、生涯にわたり人生を心豊かに過ごすためには、どのライフステ

ージにおいても主体的に学び、学びの成果を社会に生かすことが求められてい

ます。誰もが生涯を通じて知識や必要なスキルを学び、ふるさと札幌における

学びや成長を実感し、その過程や経験に誇りをもち、豊かな人生を送ることが

できるよう、生涯学習センター等の社会教育施設を通じ、子ども、若者、子育

てをする保護者、成人、高齢者といったそれぞれのライフステージに応じた学

びの場を充実させることが必要です。その活動を通して新たな出会いや交流、

活力が生み出され、活動の楽しみがふくらみ、自分が学んだ成果を地域づくり

に生かすなどし、地域社会に還元することで、さらに学ぶ意欲がわき、交流の

輪がより一層広がっていくといった好循環が生まれます。 

こうした全ての人々が、生涯にわたり学び続けられる場を充実させるととも

に、学んだ成果を主体的に地域づくりや市民活動に生かすことができるよう、

社会教育の推進や生涯学習環境の仕組みづくりを進め、持続的な地域コミュニ

ティの形成に向けて、学んだ成果を生かすことができる機会の拡充が必要です。 

 

 

【基本的方向性３】  

社会の変化に対応した教育環境の充実 

 

○デジタル化・グローバル化などの様々な環境変化に対応し、子ども一人一人

の学びを支える教育環境の充実を図ります。 

 

子どもたちの豊かな学びを育む教育活動は、安全・安心な環境が土台となっ

てはじめて成り立ちます。その中で、子どもたちは主体的に学び、他者と協働

しながら、生きる力を培い成長していくことが期待されます。教育が取り巻く

環境の変化を踏まえながら、子どもたちが安心で充実した教育機会を得られる

よう、学校や社会教育施設の向上を図る必要があります。 

デジタル化やグローバル化などの様々な環境変化に対応し、子どもたちが充

実した学びを進めることができるよう、子どもたち一人一人の学びを支える教

育環境の整備や指導体制の構築を進めることが必要です。 

また、教職員が働きがいを感じながら、心身ともに健康で働くことにより、

教育の質を向上させ、子どもが豊かに学び育つことができる学校となります。

そのためには、社会の変化や教職経験を踏まえた教職員の資質向上を図る研修

を進めていくことに加え、教職員が生き生きと子どもたちと向き合うために、

働きやすい職場づくりを目指し、教職員一人一人がその力を十分発揮できる環

境整備を進めることが必要です。 
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○地域における人々の課題解決を支援する学びの場として、生涯学習センター

や図書館等の機能を強化し、生涯にわたる学びを支える環境の充実を図りま

す。 

 

人生１００年時代の到来が予測される社会では、全ての人々が生涯を通じて、

自らの人生を設計し、学び続け、学んだことを生かし、自分らしさを発揮し、

活躍できる環境を整備していくことが不可欠です。市民の価値観やライフスタ

イルの多様化のなか、今後、生涯にわたって自ら学習し、自己の能力を高め、

働くことや、地域や社会の課題解決のための活動につなげていくことの必要性

が一層高まっていくことが指摘されています。そのためには、地域における

人々の課題解決を支援する学びの場として生涯学習センターや図書館など、身

近な生涯学習施設における市民の主体的な学びを支援する機能を強化し、生涯

にわたる学びを支える環境の整備を進めることが必要です。 
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札幌らしいコミュニティ・スクール 

   

コミュニティ・スクールとは、学校運営協議会を置く学校です。学校運営協

議会とは、法律に基づき教育委員会より任命された委員が、一定の権限と責任

を持って、学校の運営とそのために必要な支援について協議する合議制の機関

のことです。 

 

コミュニティ・スクールの主な３つの機能 

〇校長が作成する学校運営の基本方針を承認する 

〇学校運営について、教育委員会又は校長に述べることができる 

〇教職員の任用に関して、教育委員会規則に定める事項について、教育委員会に 

意見を述べることができる 

 

学校と保護者や地域が目指す子ども像を共有して、一緒に地域の子どもを育

てることを目的に、「学校運営協議会」と「地域学校協働活動」とが両輪とな

り、進めます。 

 

 

 

 

 

 

           

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 トピックス 

学校運営協議会 地域学校協働活動 

必要な取組等を熟議※する場 学校運営協議会で熟議された

必要な取組等を形にする活動 

地域と学校が相互にパートナー

として連携・協働して行う様々

な活動 

（例）放課後学習支援 

   職場体験活動 等 

学校 

地域 保護者 

子どもの意見 子どもの意見を聴く 

フィードバックする 

子どもにとって必要な 

アクションを考える 

子どもにとって必要な 

アクションを実践する 

連携・協働 

「こどもまんなか」社会の実現 

「さっぽろっ子自治的な活動」

（児童会・生徒会等） 

※熟議：多くの当事者による「熟慮」と「議論」を 

重ねながら課題解決をめざす対話 

（「札幌らしいコミュニティ・スクール」に 

関するトピック掲載） 
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アクションプラン編 
 

 

 

 

 

 

第４章 第２期札幌市教育アクションプラン（前期） 

 

 １ 基本施策 

基本的方向性１ 一人一人が自他のよさや可能性を認め合える学びの 

推進 

基本的方向性２ 学校・家庭・地域総ぐるみで育み、生涯にわたり学び 

続ける機会の拡充 

基本的方向性３ 社会の変化に対応した教育環境の充実 

 

 ２ 第１期計画の振り返りを踏まえた重点項目 

   重点１ 共生社会を担う力の育成 

   重点２ 誰一人取り残されない教育の推進 

   重点３ 生涯にわたる健やかな体の育成 

 

 ３ 全体像 

 

第５章 計画の推進と進行管理 

 

 １ 進行管理 

 ２ 市民及び関係機関等との連携・協働 

 ３ 成果指標一覧 
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第４章 第２期札幌市教育アクションプラン（前期） 
 

 本章では、ビジョンで掲げた「札幌市の教育が目指す人間像」の実現に向け

掲げた３つの「基本的方向性」に基づき、以下のとおり、今後５年間で取り組

む 1２の教育施策と施策横断的に取り組む３つの重点項目からなるアクション

プランを設定し、主な事業・取組を示しています。 
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１ 基本施策  

 

基本的方向性１ 一人一人が自他のよさや可能性を認め合える学びの推進 
 

施策１－１ 主体的に考え行動する力を育む教育活動の推進 
 

夢を描き、実現しようとする意欲や、地域や社会の課題に対して解決に向か

う意識等が醸成されるよう、主体的に考え行動する力を育む教育活動を推進

します。 

＜成果指標＞ 

成果指標 
現状値 

(2022) 

目標値 

（2028） 

自分の目標をもって生活している子どもの割合 － ８０％ 

疑問や課題を解決するために、自分で方法を考え

るようにしている子どもの割合 
７８．１％ ８５％ 

＜主な事業・取組＞ 

 事業・取組名 内容・主な対象範囲 

１ 

「さっぽろっ子『学ぶ

力』の育成プラン」の

推進 

【重点１】 

「分かる・できる・楽しい授業」づくりに向け、各学校

において、市全体の共通指標（子どもの自己評価）を含

めた各種調査等の結果やこれまでの取組の成果や課題を

分析し、「『学ぶ力』育成プログラム」を作成・実行し、

検証改善サイクルの確立を図ります。あわせて、家庭や

地域と一体となった取組を促進するために情報発信を充

実させることを含め、これらの総合的な取組を「さっぽ

ろっ子『学ぶ力』の育成プラン」として位置付け、実行

します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

２ 
「札幌市教育研究推進

事業」の推進 

札幌市内の小・中学校等の教職員が学校や経験年数の枠

を越えて集い、教職員相互の授業公開等を中心とした実

践的な協働研究活動を通じ、それぞれの資質の向上に努

め、子どもの「学ぶ力」の育成を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

３ 
「さっぽろっ子『健や

かな体』の育成プラ

ン」の推進【重点３】 

子どもの体力・運動能力を向上させるために、主に運動

が苦手（嫌い）な子どもを対象とした取組の一層の充実

を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

４ 
算数学び「beyond」プ

ロジェクト事業 

課題探究的な学習の充実の一環として、算数を窓口に学

びのその先を考えたモデルをつくり、札幌市全体で子ど

も一人一人の主体性を大切にした多様な学びを実現して

いくことで、学習への意欲や論理的思考力を高めます。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 
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５ 
外国語教育の推進 

【重点１】 

札幌市英語教育改善プランに基づき、子どもが主体的に

外国語を用いてコミュニケーションを図る資質・能力を

育成します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

６ 
外国語指導助手（ALT）

活用事業 

外国語教育における児童生徒のコミュニケーション能力

の育成と国際理解教育の一層の充実を図るため、市立

小・中学校などに配置する外国語指導助手（ALT）の人

数及び配置時間を増加します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

７ 
進路探究学習（キャリ

ア教育）推進事業 

中学校における進路探究学習（キャリア教育）を推進す

るため、民間企業等と連携し、様々な職業体験や出前講

座等を実施します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

８ 
市立高等学校における

進路探究学習の充実 

今後の高校生活や将来の夢を生徒同士が語り合うなど

し、自分らしい生き方を考えるきっかけづくりの機会と

して「進路探究セミナー」を実施します。また、自分の

可能性を広げていけるよう大学の授業体験や、課題探究

的な活動と組み合わせたキャリア探究の機会を充実させ

ます。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

９ 中高接続の推進 

中高の接続と６年間を見通した系統性・連続性のある教

育を実践します。円滑な実施を推進するために、中高一

貫した教育課程を編成している札幌開成中等教育学校に

おける実践や新川地区の小中高の連携実践を他の中学

校・高等学校に普及・啓発をするとともに、中学生と高

校生が交流できる機会を創ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

10 
課題探究的な学習モデ

ル推進事業 

【重点１】 

札幌開成中等教育学校における、国際バカロレア及び

ICT を活用した「課題探究的な学習モデル」をより一層

発展させます。また、その成果を、他の市立学校と共有

することで、全市立学校における「課題探究的な学習」

の充実を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

11 
幼児教育の充実へ向け

た市立幼稚園等におけ

る実践研究の推進 

社会情勢の変化や今日的な課題に対応した実践研究を市

立幼稚園等が行い、その成果を市内幼児教育施設や保護

者、市民と共有することで、子どもたちが質の高い教育

を受けることができるようにします。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

12 
幼保小連携・接続の推

進 

【重点１】 

主体的な遊びを通して学ぶ幼児期の教育活動から小学校

以降の教育活動へ円滑に接続し、子どもたちが自己を発

揮しながら学びに向かうことができるように、幼保小連

携・接続の取組を一層推進していきます。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 
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施策１－２ 豊かな人間性や社会性を育む教育活動の推進 

 

しなやかさを育み、自分らしさを大切にするために、他者との関わりの中で、

自他の尊重を基盤とし、豊かな人間性や社会性を育む教育活動を推進します。 

 

＜成果指標＞ 

成果指標 
現状値 

(2022) 

目標値 

（2028） 

自分にはよいところがあると考えている子どもの

割合 
７７．８％ ９０％ 

自分が必要とされていると感じている子どもの割

合 
６１．６％ ８０％ 

 

＜主な事業・取組＞ 

 事業・取組名 内容・主な対象範囲 

１ 
「人間尊重の教育」推

進事業 

【重点１】 

「学習活動づくり」「人間関係づくり」「環境づくり」を

相互に関連させ、子ども一人一人が「自分が大切にされ

ている」と実感できる学校づくりを推進し、人間尊重の

意識の醸成を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

２ 国際理解教育の推進 

多文化共生社会を見据え、我が国の伝統と文化を大切に

し、世界の人々の多様な生活や文化を理解し尊重する態

度を養うとともに、世界の平和に貢献し、国際社会で信

頼と尊敬を得るにふさわしい資質を育成する国際理解教

育を推進します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

３ 道徳教育の推進 

子どもが互いを尊重し、支え合いながらよりよく生きよ

うとする態度を育むとともに、｢他者を思いやる心｣、

｢生命を尊重する心｣、｢自然や美しいものに感動する心｣

等の豊かな心の育成を図るために、｢特別の教科 道徳｣

を要として道徳教育を推進します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

４ 性に関する指導の充実 

性に関する正しい知識や生命を尊重する態度等を育むた

め、産婦人科医師及び助産師を学校へ派遣する事業を実

施するとともに、各学校において指導計画等を検証及び

改善し、性に関する指導の充実を促す取組を推進しま

す。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

５ 
交流及び共同学習の充

実 

特別支援学校に在籍する子どもが居住する地域の小・中

学校の子どもとふれ合い、学び合うことを支援する地域

学習を推進するとともに、特別支援学級を設置する小・

中学校等において、障がいのある子どもと障がいのない

子どもが共に学ぶ機会の充実を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 
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６ 
読書チャレンジ・子ど

もの読書活動推進事業 

子どもが読書の楽しさ、大切さを知る機会をつくるた

め、子どもの発達の段階に応じたイベント等を開催し、

子どもの読書活動の普及啓発とともに、学びのきっかけ

や文化等の体験機会の充実を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

７ 
 

野外教育総合推進事業 

新規 

生活に課題や不安を抱える子どもに日常とは異なる環境

の中で体験活動の機会を提供し、自己肯定感や達成感等

を育むとともに、野外教育を支える人材を養成し、体験

活動の質の向上や新たな機会を創出します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

８ 
子どもを共感的に理解

するための教員研修の

充実 

いじめ・自殺予防等子どもの心に寄り添い対応する力を

高めるため、教職員がゲートキーパー54としての資質・

能力を身に付けることができるよう、子どもの心情や行

動・言動等を共感的に理解するための研修等の充実を図

ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

 

 

施策１－３ 多様な教育的ニーズに応じた教育の充実 

 

様々な環境にある一人一人の教育的ニーズに応じた適切な指導や必要な支援

を行い、可能性を最大限に伸ばし、豊かな生活を送ることができるよう、教

育内容の充実を図ります。 

 

＜成果指標＞ 

成果指標 
現状値 

(2022) 

目標値 

（2028） 

通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要と

する子どものうち、個別の教育支援計画を支援に

生かすことのできた子どもの割合 

４３．３％ ８０％ 

学びのサポーターとの連携等により、支援の充実

を図ることのできた学校の割合 
９２．０％ １００％ 

 

＜主な事業・取組＞ 
 事業・取組名 内容・主な対象範囲 

１ 

通常の学級等における

子どもの支援体制の充

実 

【重点２】 

通常の学級において特別な教育的支援を必要とする児童生

徒が在籍する学校に、学びのサポーターを配置し、当該児童

生徒に対する校内支援体制を整備します。また、肢体不自由

のある児童生徒で、移動介助等を必要とする児童生徒が在

籍する学校に、介助アシスタントを配置し、当該児童生徒に

対する校内支援体制を整備します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

 
54 ゲートキーパー：悩んでいる人に気付き、声をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ見守る人。 



- 44 - 

 

２ 
通級による指導・特別

支援学級・特別支援学

校の教育内容の充実 

通級による指導、特別支援学級及び特別支援学校において、

子ども一人一人の障がいの状態に応じた専門的な教育の一

層の充実を図ります。また、特別支援学校のセンター的機能

を効果的に発揮するために、特別支援学校の教職員の専門

性の向上を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

３ 
特別支援教育に関する

校内支援体制の充実 

【重点２】 

特別な教育的支援を必要とする子どもに適切な支援が行わ

れるよう、各学校に対し、特別支援学校のセンター的機能に

より助言や援助を行うほか、特別支援教育巡回相談員が訪

問して「個別の教育支援計画」や「個別の指導計画」の作成や

活用、見直しのサポートを行うことなどから、学校における支

援体制の充実を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

４ 
特別支援教育に関する

私立幼稚園等への支援 

幼児教育支援員が、私立幼稚園等を訪問し、特別な教育的

支援を必要とする幼児への関わりや「個別の教育支援計画」

の活用方法について私立幼稚園等の教諭等からの相談に応

じるほか、特別支援教育に関する研修を実施します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

５ 
医療的ケア児への支援

体制推進事業 

市立学校に在籍する医療的ケア児の安心安全な学校生活を

確保するため、支援が必要な全ての学校に看護師を配置しま

す。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

６ 
市立高等支援学校にお

ける就労支援体制の充

実 

市立高等支援学校の生徒の特性や希望に応じた企業就労等

及び職場定着を促進するため、市立高等支援学校２校が連

携した就労支援に係る教育を実施します。また、就労支援コ

ーディネーターや民間企業、障がい者就業・生活相談支援事

業所等と連携した就労支援の取組を進めます。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

７ 
特別支援学級・通級指

導教室整備事業 

特別支援学級及び通級指導教室で学ぶ児童生徒が、できる

限り身近な地域で学べる環境を整えるため、特別支援学級

及び通級指導教室の整備・拡充を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

８ 
帰国・外国人児童生徒

教育支援事業 

【重点２】 

日本語指導等が必要な帰国・外国人児童生徒が学校生活等

に円滑に適応できるよう、個々の状況に応じた支援の充実を

図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

９ 
市立札幌大通高等学校

における支援の充実 

市立札幌大通高等学校において、不登校経験や発達上の課

題等を抱える生徒に対し、企業や関係団体等と連携による外

部支援者の協力のもと、学習支援や就労支援、母語支援など

個別のニーズに応じた支援を充実させます。また、札幌市を

はじめ、「地域社会」で活動している人材・団体等の協力のも

と、地域活動への参加などを通じて、生徒の自立性や社会性

を育みます。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 
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10 公立夜間中学運営事業 

様々な事情により、学校に行かないまま中学を卒業した方や

小・中学校での就学機会が得られなかった方などに対し、学

びの場を提供します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

 

 

施策１－４ 誰もが安心して学びに向かうことができる支援の充実 

 

いじめや不登校などの未然防止、早期発見のために、積極的な生徒指導を実

施していくとともに、教育相談支援体制の充実や教育に係る経済的負担を軽

減するための支援を進めます。 

 

＜成果指標＞ 

成果指標 
現状値 

(2022) 

目標値 

（2028） 

「自分が安心して学ぶことができている」と考え

ている子どもの割合 
－ １００％ 

先生や家族以外にも相談できる大人がいると考え

ている子どもの割合 
－ ９０％ 

 

＜主な事業・取組＞ 
 事業・取組名 内容・主な対象範囲 

１ 

不登校児童生徒のため

の新たな学びの場整備

事業 

新規 【重点２】 

学校との相談や教育センター（学びの支援総合センター）での

相談を受け止め、不登校児童生徒の困りに応じた支援の一

つとして、学校以外の学びの場で人と関わりながら、自主学

習や小集団による体験的な活動を行うための教育支援センタ

ーの機能を拡充し、子ども一人一人の状況改善や社会的自

立へ向けた支援を推進します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

２ 
相談支援パートナー事

業【重点２】 

不登校やその心配のある子どもに対し、一人一人の状況に応

じたきめ細かな支援を行うために、小・中学校に相談支援パ

ートナー等を配置し、不登校の未然防止や状況改善、早期対

応の充実に向けた取組を推進します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

３ 
子どもに関わる相談体

制の充実 

問題を早期に発見するため、子どもや保護者が、いじめや人

間関係、学習等に関する悩みを、２４時間いつでも相談できる

相談窓口を整備します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

４ 
地域での幼児教育相

談・支援体制の推進事

業 

幼児の発達・教育など子育てに関する悩みを抱える保護者を

対象として、幼児教育センターと研究実践園（市立幼稚園・認

定こども園）において教育相談を実施します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 
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５ 
特別支援教育地域相談

推進事業 

教育センター教育相談室（学びの支援総合センター）におい

て、発達の困りや不登校、日本語習得への困難さ等のある子

どもの保護者からの相談や就学相談に係る業務に迅速かつ

丁寧に対応できるように、特別支援教育に係る相談体制の充

実に向けた取組を推進します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

６ 
いじめの防止等のため

の対策の推進 

【重点２】 

子どもがいじめをしない態度や力を身に付けることができる

よういじめの未然防止教育を進めるとともに、学校と家庭、地

域、関係機関が連携し、いじめの早期発見・対処について取

組の充実を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

７ 
命を大切にする指導・

取組の推進 

教職員が、一人一人の子どもの心身の変化の把握に努め、不

安や悩みに寄り添って教育相談を行うほか、ＳＯＳの出し方教

育などの自殺予防教育の推進や、関係機関等と連携した児

童生徒の自殺予防に向けた取組の徹底を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

８ 
スクールカウンセラー

活用事業 

【重点２】 

いじめや不登校などの不安や悩みを抱えている児童生徒や

その保護者からの相談に対し、スクールカウンセラーによる専

門的な支援を充実します。また、スクールカウンセラーが児童

生徒への関わり方などについて教職員に助言等をすること

で、各校の相談対応力の向上を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

９ 
スクールソーシャルワ

ーカー活用事業 

【重点２】 

いじめや不登校、児童虐待、子どもの貧困、ヤングケアラーな

ど、様々な問題を抱える児童生徒を取り巻く環境（家庭、学校

等）に働きかけたり、関係機関等と連携するなどして問題解決

にあたるスクールソーシャルワーカーによる支援を充実させま

す。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

10 
義務教育児童生徒遠距

離通学定期料金助成事

業 

通学区域設定等の関係から、やむを得ず交通機関によって

通学している小・中学生の保護者の経済的な負担を軽減する

ため、通学に係る定期料金を全額助成します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

11 
札幌市高等学校等生徒

通学交通費助成事業 

札幌市内に居住し、公共交通機関を利用して石狩管内の高

等学校等に通う生徒に、通学に要する交通費のうち基準額を

超える額の 1/2を助成します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

12 
経済的支援を必要とす

る家庭への就学援助 

経済的な理由により就学が困難な小・中学生がいる保護者

に、学用品費、給食費、修学旅行費、宿泊校外活動費及び、

体育実技用具等の経済的援助を実施します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

13 奨学金支給事業 

意欲や能力があるにもかかわらず、経済的な理由によって修

学困難な学生・生徒に、返済義務のない奨学金を支給しま

す。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 
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さっぽろっ子自治的活動の推進 
 

さっぽろっ子自治的な活動は、子どもが「～したい」という意欲をもち、よ

りよい方法を考えて動き、集団づくりや社会への参画を通して、変化を生み出

した喜びを手応えとして心に残すという主体的な活動です。令和４年度（2022

年度）、札幌市内の小中学校に通う全ての子どもの声を集約し、全市共通の子

どもの合言葉となる「さっぽろっ子宣言」をつくり上げました。この「さっぽ

ろっ子宣言」は、子ども一人一人が「自分が大切にされている」と実感できる

学校づくりに向けて、各区の代表の中学生で構成する子ども運営委員会が、全

ての小中学校の子どもから集めた意見を基に宣言案を作成し、再度案に対する

全市の子どもの声を集約して決定したもので、「さっぽろっ子自治的な活動」

の原点と成るものです。こうして決定されたポジティブ、ラブ、ユニーク、ス

マイルのアルファベットの頭文字をとると、「P」「L」「U」「S」の「プラス」と

なり、それらの思いを大切にできるよう、札幌のまちにまほうをかけるという

意味も加えられたものです。「プラス(PLUS)のまほう」には、下の二つの思い

が込められています。 

 

〇ものごとを明るく前向きに考え

る「プラス」の思いを大切にしな

がら、人と人が関わり合うことに

よって、札幌のまちにプラスのま

ほうをかけましょう。 

 

〇「まほうのかいわ」のように、

「認める」ということを大切にし

て、さっぽろっ子一人一人が、自

分もみんなも大切にして、笑顔が

あふれる学校をつくりましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 トピックス 

（「さっぽろっ子自治的活動」に関するトピック掲載） 
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基本的方向性２ 学校・家庭・地域総ぐるみで育み、生涯にわたり学び続ける 

機会の拡充 

 

施策２－１ ふるさと札幌の特色を生かし、地域に根ざした教育活動の推進 

 

豊かな自然や文化を継承し、それらを活用した学びの展開や市民と協働した

活動を通じ、ふるさと札幌への誇りと愛着を醸成する教育活動を推進します。 
  

＜成果指標＞ 

成果指標 
現状値 

(2022) 

目標値 

（2028） 

「札幌っていいな」と感じている子どもの割合 － ９０％ 

振り返りを通して、自分の伸びや成長を感じるこ

とがあると答えた子どもの割合 
７２．６％ ９０％ 

 

＜主な事業・取組＞ 
 事業・取組名 内容・主な対象範囲 

１ 
「ふるさと札幌」を心

にもつ学びの充実 

札幌の自然環境・人的環境・文化的環境などの特色を生かし

た体験的な活動に取り組むとともに、札幌の歴史・文化・自

然・環境・公共等への理解を深める学習を行うことにより、札

幌の特色や魅力について学ぶ機会の充実を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

２ 
【雪】に関する学習活

動の推進【札幌らしい

特色ある学校教育】 

札幌の大切な特色の一つであり、「札幌らしさ」を学ぶための

貴重な資源である雪を通して、ふるさと札幌への思いを強

め、雪に親しみ、雪と共生しようとする心を培います。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

３ 
【環境】に関する学習

活動の推進【札幌らし

い特色ある学校教育】 

「環境首都・札幌」宣言に基づき「さっぽろ地球環境憲章」を

制定した札幌の市民として、四季折々の美しい自然と豊かな

文化を次世代に伝え、地球と札幌のよりよい環境を創造しよ

うとする心を培います。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

４ 
【読書】に関する学習

活動の推進【札幌らし

い特色ある学校教育】 

読書により言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、創造力

を豊かにするとともに、知的好奇心をふくらませ、一生涯にわ

たり学び続けようとする心を培うために、学校図書館司書や

学校図書館ボランティアを派遣し、教育活動の様々な場面に

おける学校図書館の活用の充実を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

５ 
文化・芸術体験を通し

た情操を育む取組 

美術鑑賞や制作体験、音楽鑑賞等の文化・芸術体験を通し

て、感性を育み豊かな情操を培います。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 
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６ 
オリンピック・パラリ

ンピック教育の推進 

 

冬季オリンピック大会が開催された札幌市において、オリン

ピック・パラリンピック教育を通して、スポーツの価値への理

解を深めるとともに、規範意識の涵養、国際・異文化理解、共

生社会への理解等多面的な教育的価値をもつものであり、

オリンピック開催の歴史と伝統を踏まえた指導の充実を図り

ます。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

７ 
市立高等学校間連携・

授業連携の推進 

市立高校において、入学後の生徒の興味・関心の変化などに

柔軟に対応し、より選択の幅の広い教育を提供できるよう、

他の市立高等学校で行われる特色ある科目等の履修を可

能するなど、学校間の連携を推進します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

 

 

施策２－２ 家庭・地域の教育力向上を支援する取組の推進 

 

子どもたちの健やかな成長を支えるため、保護者の不安や悩みに寄り添う取

組や、地域で学びふれあう機会の充実を図り、家庭・地域の教育力向上を支

援する取組を推進します。 

 

＜成果指標＞ 

成果指標 
現状値 

(2022) 

目標値 

（2028） 

家の人や地域の人に認められたり、支えられたり

していると感じることがある子どもの割合 
－ ９０％ 

家庭教育事業への参加が、今後の家庭教育に役立

てることができると感じた市民の割合 
－ ９０％ 

 

＜主な事業・取組＞ 
 事業・取組名 内容・主な対象範囲 

１ 家庭教育事業 

家族とのふれ合い等を通じて、子どもたちの生きる力の

基礎的な資質や能力を育てる家庭教育の重要性を広く伝

え、各家庭の教育力の向上を図るため、親同士が交流し

ながら学ぶ場や、講演会等の学習機会を提供します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

２ 

学校給食を活用した地

産地消や家庭と連携し

た食育推進事業 

【重点３】 

第４次食育推進基本計画の「学校給食における地場産物

を活用した取組を増やす」を受け、給食に地場産物を使

用するとともに、フードリサイクル等も含めた指導を栄

養教諭等が中心となって行い、子ども及び家庭への食育

を推進します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 
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３ 
生涯学習施設における

体験学習の充実 

青少年科学館や青少年山の家などの生涯学習関連施設に

おいて、自ら考えながら科学に触れたり、自然の中で家

族や仲間とともに生活するなどの様々な体験学習の充実

を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

４ 
幼児期における家庭教

育支援の充実 

市立幼稚園等において、地域の幼児やその保護者等を対

象に活動体験や子育てに関する講座などを実施します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

５ 
市立幼稚園預かり保育

事業 

市立幼稚園において、就労等など様々な家庭の状況に対

応した預かり保育を実施し、保育内容の充実や園と保護

者が連携した子育ての在り方等について研究し、その成

果を市内幼児教育施設や保護者等に発信します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

 

 

 

施策２－３ 多様な地域資源を活用した豊かな学びや子どもの成長を支える 

取組の推進 
 

多様な地域人材や様々な団体・機関との連携・協働により、体験活動をはじ

めとする豊かな学習機会を提供できるよう、地域資源を活用した学びや子ど

もの成長を支える取組を推進します。 

 

＜成果指標＞ 

成果指標 
現状値 

(2022) 

目標値 

（2028） 

地域学校協働活動に参加している子どもの年間延

べ参加者数 
13,061人 53,000人 

自分の学びや成長に学校以外の様々な人が関わっ

ていると感じている子どもの割合 
－ ９０％ 

 

＜主な事業・取組＞ 

 事業・取組名 内容・主な対象範囲 

１ 
地域学校協働活動推進事

業【重点１】 

子どもたちを対象に、地域の力を生かした多様な学びや体験

機会を提供するとともに、活動を通じて地域と学校の持続可

能な連携・協働の体制づくりを支援し、地域全体で子どもを

育てる環境を醸成します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

２ 
コミュニティ・スクール

推進事業 

新規【重点１】 

家庭や地域と目標やビジョンを共有し、連続性、系統性をも

ち、子どもたちを育む「地域とともにある学校づくり」を進める

ため、学校運営協議会制度を導入します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 
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３ 
観察実験アシスタント配

置事業 

国の理科教育設備整備費等補助金の交付を受け、小学校

に、学生、退職教員等の外部人材を観察実験アシスタントと

して配置し、小学校の理科授業における観察、実験の充実を

図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

４ 
学校部活動における外部

人材の活用の推進 

【重点３】 

学校部活動の推進のため、単独又は顧問教諭と連携して部

活動の指導に当たる外部人材の活用を進めます。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

５ 
特別支援学級・特別支援

学校における進路探究学

習の充実 

特別支援学級及び特別支援学校において、子ども一人一人

が現在や将来に希望をもち、その実現を目指して生き方や

進路について考えることができるよう、小学校段階では進路

先となる中学校、特別支援学校及び地域の企業等と連携し

た学校見学や職業体験を推進するほか、中学校、高等学校

段階において子どもの実態に応じた職場体験学習などの充

実を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

６ 
市立高校における地域と

の連携・協働の強化 

高校と地域をつなぐコーディネート機能の充実等により、市

立高校各校と地域関係団体との連携・協働を強化した取組

を推進します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

７ 
地域人材を活用した学校

図書館運営事業 

子ども及び地域住民の読書活動の充実や、多世代交流によ

る生涯学習機会の提供のほか、学校と地域の連携を推進す

るため、地域人材を活用して学校図書館を運営し、各種行

事の企画・実施や教育支援活動、地域住民に向けた図書館

開放を行います。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

８ 
学校図書館を支える人材

の資質・能力の向上 

学校図書館が学校や地域の読書活動の場としてより機能す

るため、学校図書館への支援を通して、本に親しむ環境づく

りの充実を目指していきます。そのために、学校が必要とす

る支援内容を図書館が把握しながら、学校図書館に携わる

学校司書や開放図書館ボランティア等を対象とした各種研

修・講座を図書館と学校図書館が連携して実施し、学校図

書館支援の充実を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

９ 

札幌市青少年科学館にお

ける大学、企業等との連

携 

新規 

企業や大学等の最新技術や研究成果の情報発信の機会を

設けます。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 
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施策２－４ 生涯にわたり学び、学んだ成果を生かすことのできる機会の充実    

 

生きがいを持って豊かな人生を送ることができるよう、誰もが生涯を通じて

学び続けられる場の充実とともに、学んだ成果を生かすことのできる機会の

充実を図ることにより、「学び」と「活用」の循環を支えます。 

 

＜成果指標＞ 

成果指標 
現状値 

(2022) 

目標値 

（2028） 

生涯学習をしている市民の割合 ７６．２％ ８０％ 

これまでに学んだ成果を生かしているまたは今後

生かしたいと考えている市民の割合 
－ ８０％ 

 

＜主な事業・取組＞ 
 事業・取組名 内容・主な対象範囲 

１ 
「さっぽろ市民カレッ

ジ」の充実 

市民に対し継続的かつ体系的な学習機会を提供する「さっ

ぽろ市民カレッジ」において、生涯学習センター指定管理者

が引き続き市民ニーズを捉えた多岐にわたる講座を展開す

るとともに、身近な施設で学べる講座や、学んだ成果をまち

づくりや経済活動に生かす講座、オンラインやハイブリッド形

式など新たな手法による講座を拡充していきます。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

２ 
知的障がい者のための学

びの応援事業 

特別支援学校等を修了した知的障がいのある方が、社会で

自立して生きるために必要となる力を身に付け、心身が充実

した豊かな生活や、地域社会への参加を促進するため、多

様な学びを提供する「成人学級」を推進します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

３ 
図書館における講演会・

図書展示等の充実 

図書館において、文化人や専門家の講演会や、多種多様な

図書展示などを行うことで、市民の生活や創造的な活動を

支える「知の拠点」として、市民が生涯にわたり新たな文化と

出会うことができる場を充実させます。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

４ 
「札幌市図書・情報館」

のサービスの充実 

都心に集うビジネスパーソンを中心に、仕事の課題や悩み事

を解決してもらえるよう、起業や経済、医療など、仕事や暮ら

しに関する資料・情報を提供しています。また、関係機関と

連携した無料相談窓口による調査相談機能の更なる充実

や、利用者が交流する機会を提供することで知的空間の一

層の創出に努めます。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 
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ふるさと札幌のよさを生かした文化芸術体験 

 

■ハロー！ミュージアム （全小学校 ５年生児童） 

 

札幌芸術の森（札幌芸術の森美術館、札幌

芸術の森野外美術館、佐藤忠良記念子ども

アトリエ）、若しくは本郷新記念札幌彫刻美

術館に行き、芸術作品の鑑賞やそれを踏ま

えた表現活動に取り組みます。美術館と学

校が一体となって、学びの充実を図るとと

もに、子どもたちが文化芸術に触れる機会

を通じて、創造力や豊かな感性を育みま

す。 

 

 

■Kitaraファースト・コンサート （全小学校 ６年生児童） 

 

札幌コンサートホール Kitara に行き、本

格的なオーケストラ演奏を鑑賞すること

で、子どもたちの豊かな感性や創造性を育

みます。小学校の音楽鑑賞教材を踏まえ、

オーケストラ作品として評価が定まってい

るオーソドックスな曲目が札幌交響楽団の

もと、演奏されるほか、Kitaraのシンボル

であるパイプオルガンの演奏や演奏家や指

揮者という職業に関するインタビューも行

います。 

 

このほか、希望する小学６年生を対象に、札幌コンサートホール Kitaraでパ

シフィック・ミュージック・フェスティバル・オーケストラと、歌やリコーダ

ーの演奏で共演する取組が行われています。 

また、札幌文化芸術の劇場 hitaruでは、希望する小学４年生を対象にニッセ

イ文化振興財団（日生劇場）による舞台公演の鑑賞や、希望する小学６年生を

対象に劇団四季によるミュージカル公演を鑑賞する取組のほか、希望する中学

２年生を対象に、総合芸術である「バレエ」を鑑賞する取組が行われています。 

 

 

 

 
トピックス 

（「ふるさと札幌のよさを生かした文化芸術体験」 

に関するトピック掲載） 
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基本的方向性３ 社会の変化に対応した教育環境の充実 
 

施策３－１ 安全・安心な教育環境の整備 
 

安全教育と子どもの安全管理の推進を図るほか、教育を取り巻く環境変化を

踏まえながら、子どもたちや市民が安心で充実した教育機会を得られるよう、

一人一人や家庭、地域の状況に合わせた教育環境を整えます。 

 

＜成果指標＞ 

成果指標 
現状値 

(2022) 

目標値 

（2028） 

自分の学ぶ環境は、安全面での配慮がされている

と考えている子どもの割合 
－ １００％ 

市立園・学校におけるバリアフリートイレ55の整

備割合 
６３．４％ １００％ 

普通教室等へ冷房設備を整備した市立園・学校の

割合 
０％ １００％ 

 

＜主な事業・取組＞ 
 事業・取組名 内容・主な対象範囲 

１ 安全教育の充実 

各園・学校・地域のリスクを踏まえ、実態に即した学校安全計

画に基づき、避難訓練等の実効性のある取組を実施するとと

もに、子どもが自ら身を守ろうとする態度や、危険を予測し安

全に行動するための能力を育む防災教育を行うなど、学校に

おける安全教育の充実を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

２ 
地域ぐるみの学校安全体

制整備推進事業 

各学校から通学路に関する情報を収集し、関係機関等に安

全対策等の実施を働きかけます。また、地域ぐるみで子ども

の安全確保を図るため、市立幼稚園・小学校・特別支援学校

を対象に、スクールガードリーダー及びスクールガードが登

下校時の見守り活動等を行います。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

３ 
災害時における対応力の

向上 

災害発生時の被害を最小限にとどめ、迅速かつ的確に幼児

児童生徒の安全を確保できるよう、「学校震災対応マニュア

ル」等を活用し、各園・学校における危機管理体制の充実を

図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

 
55 バリアフリートイレ：従来「多機能トイレ」と呼ばれていたものなど、高齢者や障がい者等の利用に適正な配慮は

必要なトイレの総称。 
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４ 
給食提供における安全対

策の充実 

安全・安心の給食提供のために「札幌市学校給食衛生管理

マニュアル」を周知徹底し、食材については各種検査を行い

ます。また、食物アレルギーについては「学校給食における食

物アレルギーの手引き」の周知に努め、手引きに基づいたア

レルギー対応をすすめます。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

５ 
照明器具 LED 化改修の推

進 新規 

学校施設の省エネルギー化のため、照明器具の LED 化改

修を行います。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

６ 
バリアフリー化整備の推

進 新規 【重点２】 

すべての子どもたちが安心して学ぶことができる環境を整え

るため、学校施設のバリアフリー化を推進し、段差解消やバ

リアフリートイレの整備、要配慮児童生徒等在籍校及び進学

予定校へのエレベーターの整備を行います。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

７ 
義務教育学校関係事業  

新規 

「小中一貫した教育」の更なる推進を図るため、モデルとなる

義務教育学校を設置します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

８ 学校規模の適正化の推進 

学校の小規模化による教育面や学校運営面の課題につい

て、学校規模適正化の取組により解消することで、子どもた

ちにとってより良い教育環境を整えます。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

９ 
計画的な学校施設の維

持・更新 

計画的な学校施設の維持・更新により、施設の老朽化対策

及び機能向上を図り、教育環境の質的な改善を進めます。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

10 
学校施設冷房設備整備事

業 

新規 

子どもが夏季期間においても安全かつ快適に学ぶことがで

きる環境を確保するため、学校施設に冷房設備を整備しま

す。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 
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施策３－２ 教育DX推進に向けた教育環境の整備  
 

ICT を活用して情報活用能力を育成するとともに、教育データを利活用しな

がら、様々な学びや支援へのニーズに対応する教育環境の整備を進めます。 

 

＜成果指標＞ 

成果指標 
現状値 

(2022) 

目標値 

（2028） 

情報の正しい活用の仕方を考えて端末を使ってい

る子どもの割合 
－ ９０％ 

授業や校務に ICT を効果的に活用できる教員の割

合 
８１．９％ １００％ 

 

＜主な事業・取組＞ 
 事業・取組名 内容・主な対象範囲 

１ 
ICT を活用した教育の推進

（情報教育） 

新規 【重点１】  

「学ぶ力」の育成を目的に、ICT を効果的に活用し、個別最

適な学びと協働的な学びの一体的な充実を図りながら「課

題探究的な学習」を推進するとともに、情報活用能力の育

成を行います。各学校において、市全体の共通指標「ICT

の活用についてのアンケート」の結果やこれまでの取組の

成果や課題を分析し、「『学ぶ力』育成プログラム」を作成・

実行し、検証改善サイクルの確立を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

２ 
ICT 機器・デジタルコンテ

ンツ等の整備 

GIGA スクール構想にて整備した１人１台端末を活用した

効果的な授業展開のため、ICT 機器やデジタル教材等の

整備を推進します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

３ 
ICT を活用した校務支援の

充実 

校務の情報化及び ICT の積極的な活用により、効率的な

学校運営を推進します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

４ 
学校におけるネットトラ

ブル等対策の推進 

各学校におけるネットトラブル等への対応力を高めるととも

に、インターネット上の児童生徒等の不適切な書き込み等

を早期に発見し対応できるよう、ネットパトロールを実施す

るほか、ネットトラブル等の発生時には、警察等の関係機関

や専門業者と連携して支援を行います。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

５ 
緊急時における学校・家

庭・地域の連携体制の構

築 

大規模な災害や新しい危機事象の発生時等に、学校から

家庭に一斉にメール配信できるシステムを活用するほか、

地域の防犯関係機関との情報共有を推進するなど、学校・

家庭・地域・関係機関等が連携・協働して子どもの安全を確

保する体制を構築します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 
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施策３－３ 子ども一人一人の学びを支える教職員の資質向上と指導体制の構築 

 

デジタル化やグローバル化などの様々な環境変化に対応し、子ども一人一人

の学びを支える教職員の資質向上と指導体制の充実を図ります。 

 

＜成果指標＞ 

成果指標 
現状値 

(2022) 

目標値 

（2028） 

「教職経験に応じた研修」における学びの成果を

生かして子どもの学びの充実を図っていると答え

た教職員の割合 

－ １００％ 

 

＜主な事業・取組＞ 
 事業・取組名 内容・主な対象範囲 

１ 
養成段階の教職志望者へ

の研修等の推進 

新規 

市立高校生及び教員養成大学並びに教職課程を有する大

学の学生を対象に、教職の魅力を発信するセミナーを、高

校や大学との連携により実施し、教員の人材確保や養成段

階からの資質の向上を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

２ 
幼児教育を支える人材の

育成に向けた研修の充実 

大学等と連携し、幼稚園教諭や保育士等の専門性や指導

力を高める研修を実施するほか、教職員の経験に応じた研

修を実施します。また、幼児教育施設や小学校等のニーズ

に応じて市立幼稚園教諭が訪問し、園・校内研修の協力を

します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

３ 教員採用制度の充実 

魅力あふれる教員を採用するため、人物重視の採用を一

層充実するとともに、「現職教員及び臨時教員特別選考」な

どの特別選考を推進するなど、教員採用制度の充実を図り

ます。また、検査項目や内容等について、受検者の資質・能

力及び適正を多面的に評価できるよう調査・研究を進めま

す。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

４ 
教職経験に応じた研修の

充実 

新任教員が幅広い知見や実践的指導力を身に付けること

ができるよう初任段階における研修のほか、ミドルリーダー

の育成を目指した中堅教諭等資質向上研修などの経験年

数に応じた研修を充実させます。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

５ 管理職研修の充実 

園・学校の管理職のマネジメント能力等の向上を図るため、

管理職や主幹教諭等への研修を実施します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 
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６ 
異校種間の人事交流の促

進 

幼児・児童・生徒の発達段階や成長を踏まえた教育活動の

更なる充実を図るため、学校種をまたいだ人事異動を推進

します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

７ 
企業等への長期研修の推

進 

広い視野と柔軟な発想力をもつ教員を育成するとともに、

その成果を各種研修等を活用して、市内の教員へ普及・啓

発していくことを目的として、企業等への長期派遣研修の

取組を推進します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

８ 
観察・実験を中心とした

研修の充実 

子どもの科学的リテラシー56の育成に関する指導力向上を

図るため、青少年科学館等の専門機関等と連携し、観察・

実験を中心とした専門性の高い研修を行います。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

９ 
小学校における少人数学

級の拡大 

子ども一人一人の教育的ニーズに応じたきめ細かな指導

の更なる充実に向け、３５人学級を小学校全学年へ拡大し

ます。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
56 科学的リテラシー：自然界及び人間の活動によって起こる自然界の変化について理解し、意思決定するため

に、科学的知識を活用し、課題を明確にし、根拠に基づく結論を導き出す能力。 
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施策３－４ 豊かな生活につながる学びの環境の充実 

 

生涯を通じた主体的な学びを支援するため、健康で豊かな生活につながる学

びや地域の課題解決にかかわる学びなど多様な学びが活発に行われる環境の

充実を図ります。 

 

＜成果指標＞ 

成果指標 
現状値 

(2022) 

目標値 

（2028） 

自己の発育や健康に関心をもつ子どもの割合 － １００％ 

図書館の年間延べ来館者数 2,258,324人 3,000,000人 

図書館の利用登録がある市民の割合 １４．６％ ２５％ 

 

＜主な事業・取組＞ 
 事業・取組名 内容・主な対象範囲 

１ 
学校保健の充実 

【重点３】 

学校保健安全法に基づき、各園・学校における学校環境衛生の

維持、児童生徒等の健康診断及び感染症対策を推進する。また、

各園・学校における保健教育・保健管理をより効果的に進めるた

め、関係機関と連携し、保健指導や健康相談に活用できる情報の

収集や資料作成を行い、各園・学校への普及啓発を図ります。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

２ 
生涯学習関連施設の

管理運営 

生涯学習関連施設（生涯学習センター、青少年科学館、月寒公民

館、市民ホール、青少年山の家、定山渓自然の村等）を円滑かつ

効率的に運営し、市民の生涯学習活動を支援します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

３ 
図書館による情報提

供の充実 

図書館職員によるレファレンスサービスなどに加え、メールでのレ

ファレンスサービスやデジタルライブラリーなどの非来館型サービ

スの充実を図り、利用者がより効果的・効率的に情報収集できる

よう、分かりやすく、使いやすい情報の提供を行います。また、市

民の課題解決を支援するため、レファレンスサービス等の更なるＰ

Ｒを実施します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

４ 
図書館 DX検討事業 

新規 

図書館の情報基盤を整備し、利用者のサービスアップを図るほ

か、事務効率化の省力効果をレファレンス機能や地域展開に充

て、地域の学びの拠点としての機能向上を図るため、図書館 DX

の具体的内容について検討します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 
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５ 

（仮称）さっぽろ読

書・図書館プラン

2027策定 

市民や子どもの読書活動への支援を総合的に進め、また、図書館

を市民の生涯にわたる学びや創造的な活動の場とするため、図

書館の運営やサービスの基本的な考え方を示す計画を策定しま

す。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

６ 
電子図書館サービス

の推進 

障がい者や高齢者も利用しやすい電子図書館サービスの認知度

及び魅力を向上させて利用促進を図ります。また、小中学生に対

する利用を促進する取組を検討します。 

就学前教育 義務教育 高等学校教育 生涯学習 

 

 

 

 

 

 

 

教職員の働き方改革 

 

教職員が、子どもたちと向き合うためには、ワークライフバランス57を整え、教職

員一人一人が、心身ともに健康であることが必要です。教育委員会と学校が一体

となり、業務の見直しを行い、ＩＣＴ化の推進や、専門家や地域人材等の活用などを

通して、教職員の働き方改革を推進します。教職員の負担軽減を行うことで、子ど

もたちと向き合う時間や教職員自身の学ぶ時間を確保し、学校における教育の質

の向上を図ります。 

 

＜関連事業・取組＞ 

・地域学校協働活動推進事業（施策２－３） 

・観察実験アシスタント配置事業（施策２－３）  

・学校部活動における外部人材の活用の推進（施策２－３） 

・ＩＣＴを活用した校務支援の充実（施策３－２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
57 ワークライフバランス：「仕事」と育児や介護、趣味や学習、休養、地域活動といった「仕事以外の生活」との調和

をとり、その両方を充実させる働き方・生き方。 

 トピックス 

（「教職員の働き方改革」に関するトピック掲載） 
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２ 第１計画の振り返りを踏まえた重点項目 

 

第１期計画の成果課題を踏まえ、札幌市の教育が目指す人間像「自立した札

幌人」の実現に向け、特に解決するべき３つの課題に対応する、重点的に取り

組んでいく項目を設定しました。 

 

課題１ 他者を大切に思う気持ちなどに比べ、自分を認め、肯定する気持ちが、

相対的に低い。今後求められる新たな価値を創造する力を育む土台とし

て、自分のよさや可能性に気付く取組が必要。 

 

小学校６年生と中学校３年生を対象とした「全国学力・学習状況調査」の児

童生徒質問紙調査のうち、「人の役に立つ人間になりたいと思う」の設問にお

いては、肯定的な回答の割合が高い傾向にあります。一方、「自分にはよいと

ころがある」の設問においては、肯定的な回答の割合が、令和４年度（2022 年

度）は若干の回復傾向にあるものの、引き続き子ども一人一人が自分のよさや

可能性を自認していくことについては課題となっています。 

 また、小学校５年生と中学校２年生を対象とした札幌市全体の共通指標「学

習などについてのアンケート」に同様の質問がありますが、こちらの結果につ

いても、その傾向に変わりありません。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査項目 小５ 中２ 

人の役に立つ人間になりたいと思う   93.3% 91.2% 

人の役に立ててうれしいと感じることがある       91.9% 91.0% 

友だちのよいところを見付けようとしている              87.9% 90.2% 

自分にはよいところがある              79.5% 75.8% 

自分が必要とされていると感じる            62.0% 61.1% 

人の役に立つ人間になりたいと思う（％） 

＜資料＞札幌市教育委員会 全国学力学習状況調査 
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＜資料＞札幌市教育委員会  令和 4年度札幌市全体の共通指標「学習などについてのアンケート」 
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課題２ いじめの認知件数や不登校児童生徒数が増加傾向にあり、個々の状況 

に応じた支援が求められている。 

 

いじめの認知件数は、いじめ防止対策推進法が施行されて以降、積極的な認

知と早期対応への理解が広がり、増加傾向をたどっています。令和２年度

（2020 年度）は、新型コロナウイルス感染症拡大により、子どもたちの接触が

減ったことの影響から減少していますが、令和３年度（2021 年度）には再び増

加に転じています。また、不登校児童生徒数は増加の一途をたどっており、こ

こ数年の増加は、コロナ禍での生活環境の変化や学校生活での様々な制限が影

響し、登校する意欲がわきにくくなったのではないかとも考えられます。 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

課題３ 体力・運動能力については低下傾向が続いており、全国・北海道（札 

幌市を除く）との差が大きくなっている。 

 

令和４年度（2022 年度）の全国体力・運動能力、運動習慣等調査において、

全国平均を上回っている種目58はなく、その体力合計点では、男女とも低下傾

向が続いています。特に女子においては、その差が大きくなっています。体

力・運動能力の低下は将来の生活習慣病の発生リスクを高めるだけでなく、健

康寿命とも密接に関わりがあることが指摘されており、札幌市の子どもの体力

の低下は、全国と同様の傾向ではあるものの喫緊の課題と言えます。 

 
 

 

 
58 「握力」「上体起こし」「長座体前屈」「反復横跳び」「持久走」「２０ｍシャトルラン」「５０ｍ走」「立ち幅跳び」「ハンド

ボール投げ」の９種目を実施 

全国体力・運動能力、運動習慣等調査 体力合計点（点） 

＜資料＞文部科学省 全国体力・運動能力、運動習慣等調査 
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     小中の合計 
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＜資料＞札幌市教育委員会 問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 
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重点１ 共生社会を担う力の育成 

 

他者と協働する機会を通し、他者の大切さを認めるとともに、自分の大切さ

を認めることで、自分のよさや可能性に気付き、主体的に取り組む態度や行動

力などを身に付ける教育活動の充実を図ります。 

さらに、グローバルな社会の中で、互いの個性や多様性を認め合い、多面

的・多角的な思考を身に付けることで、共生社会の実現に向け新たな価値を創

造する力を育みます。 

 

【主な事業・取組】 

 

○「さっぽろっ子『学ぶ力』の育成プラン」の推進 ＜施策１－１＞ 

「自ら課題を見付け、自ら学び、自ら問題を解決する資質や能力等」の

「学ぶ力」を育成するため、「学ぶ意欲（主体的に学習に取り組む態度）」「学

んだ力（基礎的・基本的な知識及び技能）」「活かす力（思考力・判断力・表

現力等）」の学力の３要素をバランスよく育む教育の充実を目指します。 

 

○課題探究的な学習モデル推進事業 ＜施策１－１＞ 

札幌開成中等教育学校における国際バカロレアの教育プログラムを活用し

た課題研究的な学習の手法を他の市立学校と共有し、札幌市全体でグローバ

ル人材を育成します。 

 

○外国語教育の推進 ＜施策１－１＞ 

札幌市英語教育改善プランに基づき、子どもが主体的に外国語を用いてコ

ミュニケーションを図ろうとする態度を養い、コミュニケーションを図る資

質・能力の育成を目指します。 

 

○幼保小連携・接続の推進 ＜施策１－１＞ 

幼児教育施設と小学校が互いの教育内容を理解し、それぞれの教育に生か

すことによる子どもの学びの連続性の保障とそれを踏まえた指導内容等の工

夫を行います。 

 

○「人間尊重の教育」推進事業 ＜施策１－２＞ 

全ての教育活動において、個性や多様性を認め合い、あらゆる偏見や差別

をなくし、支え励まし合う人間関係の中で、心豊かにしなやかに生きようと

する態度を育みます。 

 

○地域学校協働活動推進事業 ＜施策２－３＞ 

子どもたちを対象に、地域の力を生かした多様な学びや体験機会を提供す

るとともに、活動を通じて地域と学校の持続可能な連携・協働の体制づくり

を支援し、地域全体で子どもを育てる環境を醸成します。 
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○コミュニティ・スクール推進事業 ＜施策２－３＞ 

家庭や地域と目標やビジョンを共有し、連続性、系統性をもち、子どもた

ちを育む「地域とともにある学校づくり」を進めるため、学校運営協議会制

度を導入します 。 

 

○ICT を活用した教育の推進（情報教育） ＜施策３－２＞ 

ICT を活用した教育を推進し、「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一

体的な充実を図りながら「課題探究的な学習」を推進するともに、ICT の特

性・強みを生かした学習の過程の充実を通して、情報活用能力の育成を図り

ます。 

 

重点２ 誰一人取り残されない教育の推進 

 

すべての子どもの個性を尊重し、多様な教育的ニーズに応じた教育環境の整

備を進め、どの子も自らの可能性を発揮しながら学び育つことのできる教育活

動の充実を図ります。 

また、いじめや不登校等の様々な子どもの困りや課題に真摯に向き合い、誰

もが安心して学びに向かうことのできる教育環境の実現を目指します。 

 

【主な事業・取組】 

 

○通常の学級等における子どもの支援体制の充実 ＜施策１－３＞ 

特別な教育的支援を必要とする児童生徒に対し、学校生活上の必要な支援

を行うなど多様な教育的ニーズに応じた校内の支援体制の充実を図り、誰も

が互いにその個性や能力を認め合い、多様性が強みとなる社会の実現を目指

します。 

 

○特別支援教育に関する校内支援体制の充実 ＜施策１－３＞ 

子ども一人一人が、障がいの状態や個別の教育的ニーズ等に応じた専門的

な教育的支援を受けることができるよう、各学校における支援体制の充実を

図るとともに、障がいのある子どもの自立と社会参加を目指し、適切な合理

的配慮の提供を行うことなどから学習活動の充実を図ります。 

 

○帰国・外国人児童生徒教育支援事業 ＜施策１－３＞ 

日本語指導等が必要な帰国・外国人児童生徒に対する指導の充実を図るた

め、指導協力者の派遣による教育支援を行うことで、支援対象児童生徒が学

校生活等に円滑に適応できるようにします。 

 

○不登校児童生徒のための新たな学びの場整備事業 ＜施策１－４＞ 

学校へ登校することが難しい不登校児童生徒の社会的自立へ向けた状況の

改善を図るため、教育支援センターにおける支援体制を拡充し、子ども一人

一人の状況に応じたきめ細やかな支援を行います。 
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○相談支援パートナー事業 ＜施策１－４＞ 

不登校やその心配のある子どもに対し、一人一人の状況に応じたきめ細か

な支援を行うために、小・中学校に相談支援パートナー等を配置し、不登校

の未然防止や状況改善、早期対応の充実に向けた取組を推進します。 

 

○いじめの防止等のための対策の推進 ＜施策１－４＞ 

「いじめ防止対策推進法」及び「札幌市いじめ防止等のための基本的な方

針」に基づくいじめの未然防止・早期発見・対処を徹底し、児童生徒が安心

して学校生活を送ることができるよう取組の充実を図ります。 

 

○スクールカウンセラー活用事業 ＜施策１－４＞ 

心理の専門家であるスクールカウンセラーを配置することにより学校の教

育相談体制の充実を図り、いじめや不登校など様々な不安や悩みを抱えた子

どもや保護者を支援します。 

 

○スクールソーシャルワーカー活用事業 ＜施策１－４＞ 

スクールソーシャルワーカーを活用し、児童生徒が置かれた様々な環境へ

働きかけ、関係機関等とのネットワークを構築するなどの多様な支援方法を

用いて、問題の解決に当たります。 

 

○バリアフリー化整備の推進 ＜施策３－１＞ 

すべての子どもたちが安心して学ぶことができる環境を整えるため、学校

施設のバリアフリー化を推進し、段差解消やバリアフリートイレの整備、要

配慮児童生徒等在籍校及び進学予定校へのエレベーターの整備を行います。 

 

 

 

重点３ 生涯にわたる健やかな体の育成 

 

 子どもの頃から主体的に運動する習慣が身に付くよう「運動の楽しさ」にふ

れることを重視した教育を推進するなど、生涯にわたって、健康で豊かな生活

を送ることができるよう、自ら健康を保持増進しようとする態度の育成や、体

力向上に向けた運動習慣を身に付けるための取組を進めます。 

 

【主な事業・取組】 

 

○「さっぽろ子『健やかな体』の育成プラン」の推進 ＜施策１－１＞ 

子どもの体力・運動能力の向上を目指し、学校における体育・健康に関す

る指導の充実を図ります。特に、運動に苦手意識をもっている子どもが、運

動の楽しさや喜びに触れ、意欲的に運動に取り組む機会の充実を図ります。 
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○学校給食を活用した地産地消や家庭と連携した食育推進事業 ＜施策２－２＞ 

第 4 次食育推進基本計画の「学校給食における地場産物を活用した取組を

増やす」を受け、取組回数を目標値に近づくようにします。健康寿命の延伸

の観点から、給食に地場産物を使用するとともに、フードリサイクル等も含

めた食育を栄養教諭等が中心となって推進します。 

 

○学校部活動における外部人材の活用の推進 ＜施策２－３＞ 

中学校・高等学校における学校部活動の一層の推進を図ります。 

高等学校の部活動における外部人材の活用について検討を進めます。 

 

○学校保健の充実 ＜施策３－４＞ 

学校環境衛生を維持するとともに、学校における児童生徒等の健康の保持

増進を図ることにより、学校教育を円滑に実施することを目的に進めます。 
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３ 教育アクションプラン（前期）の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 「ふるさと札幌」

を心にもつ学び

の充実 

2 
【雪】に関する学

習活動の推進

【札幌らしい特色

ある学校教育】 

3 
【環境】に関する

学習活動の推進

【札幌らしい特色

ある学校教育】 

4 
【読書】に関する

学習活動の推進

【札幌らしい特色

ある学校教育】 

5 文化・芸術体験

を通した情操を

育む取組 

6 オリンピック・パ

ラリンピック教育

の推進 

7 市立高等学校間

連携・授業連携

の推進 

1 「人間尊重の教

育」推進事業 
【重点 1】 

2 国際理解教育の

推進 

3 道徳教育の推進 

4 性に関する指導

の推進 

5 交流及び共同学

習の充実 

6 読書チャレンジ・

子どもの読書活

動推進事業 

7 野外教育総合推

進事業 新規 

8 
子どもを共感的

に理解するため

の教員研修の充

実 

1 
通常の学級等に

おける子どもの

支援体制の充実 
【重点 2】 

2 
通級による指導・

特別支援学級・特

別支援学校の教育

内容の充実 

3 
特別支援教育に

関する校内支援

体制の充実 
     【重点 2】 

4 特別支援教育に

関する私立幼稚

園等への支援 

5 医療的ケア児へ

の支援体制推進

事業 

6 市立高等支援学

校における就労

支援体制の充実 

7 特別支援学級・

通級指導教室整

備事業 

8 帰国・外国人児

童生徒教育支援

事業   【重点 2】 

9 市立札幌大通高

等学校における

支援の充実 

10 公立夜間中学運
営事業 

1 
不登校児童生徒の

ための新たな学び

の場整備事業 

新規    【重点 2】 

2 相談支援パート

ナー事業 
【重点 2】 

3 子どもに関わる

相談体制の充実 

4 地域での幼児教

育相談・支援体

制の推進事業 

5 特別支援教育地

域相談推進事業 

6 いじめの防止等

のための対策の

推進  【重点 2】 

７ 命を大切にする

指導・取組の推

進 

８ スクールカウン

セラー活用事業     
【重点 2】 

９ 
スクールソーシャ

ルワーカー活用 
事業 【重点 2】 

10 義務教育児童生徒遠距離通学定

期料金助成事業 

11 札幌市高等学校等生徒通学交通

費助成事業 

12 経済的支援を必要とする家庭へ

の就学援助 

1３ 奨学金支給事業 

1 
「さっぽろっ子

『学ぶ力』の育成

プラン」の推進 
【重点 1】 

2 「札幌市教育研

究推進事業」の

推進 

3 
「さっぽろっ子

『健やかな体』の

育成プラン」の推

進   【重点 3】 

4 算数学び

「beyond」プロ

ジェクト事業 

5 外国語教育の推

進   

 【重点 1】 

6 外国語指導助手

（ALT）活用事業 

7 進路探究学習

（キャリア教育）

推進事業 

8 市立高等学校に

おける進路探究

学習の充実 

9 中高接続の推進 

10 
課題探究的な学

習モデル推進事

業  

【重点 1】 

11 
幼児教育の充実

へ向けた市立幼

稚園等における

実践研究の推進 

12 幼保小連携・接続の推進 
     【重点 1】 

1 家庭教育事業 

2 
学校給食を活用した

地産地消や家庭と連

携した食育推進事業 
【重点 3】 

3 生涯学習施設に

おける体験学習

の充実 

4 幼児期における

家庭教育支援の

充実 

5 市立幼稚園預か

り保育事業 

基本的方向性１ 

一人一人が自他のよさや可能性を認め合える学びの推進 

施策 1-1 

主体的に考え行
動する力を育む

教育活動の推進 

施策 1-2 

豊かな人間性や

社会性を育む教

育活動の推進 

施策 1-3 
多様な教育的 

ニーズに応じた 

教育の充実 

施策 1-4 
誰もが安心して 

学びに向かうこ

とのできる支援
の充実 

基本的方向性２ 

学校・家庭・地域総ぐるみで育み、 
生涯にわたり学び続ける機会の拡充 

施策 2-1 
ふるさと札幌の 

特色を生かし、 

地域に根ざした 
教育活動の推進 

施策 2-2 
家庭・地域の教 

育力向上を支援 

する取組の推進 
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1 学校保健の充実 
【重点 3】 

2 生涯学習関連施

設の管理運営 

3 図書館による情

報提供の充実 

4 図書館DX検討 
事業 

新規 

5 （仮称）さっぽろ

読書・図書館プ

ラン 2027策定 

6 電子図書館サー

ビスの推進 

1 地域学校協働活

動推進事業 
【重点 1】 

2 コミュニティ・ス

クール推進事業

新規 【重点 1】 

3 観察実験アシス

タント配置事業 

4 
学校部活動にお

ける外部人材の

活用の推進 
【重点 3】 

5 
特別支援学級・

特別支援学校に

おける進路探究

学習の充実 

6 市立高校におけ

る地域との連

携・協働の強化 

7 地域人材を活用

した学校図書館

運営事業 

8 学校図書館を支

える人材の資

質・能力の向上 

9 
札幌市青少年科

学館における大

学、企業等との

連携 新規 

1 「さっぽろ市民カ

レッジ」の充実 

2 知的障がい者の

ための学びの応

援事業 

3 図書館における

講演会・図書展

示等の充実 

4 「札幌市図書・情

報館」のサービス

の充実 

1 安全教育の充実 

2 地域ぐるみの学

校安全体制整備

推進事業 

3 災害時における

対応力の向上 

4 給食提供におけ

る安全対策の充

実 

５ 照明器具 LED

化改修の推進 

新規 

６ バリアフリー化

整備の推進 

新規 【重点 2】 

７ 義務教育学校関

係事業 

新規 

８ 学校規模の適正

化の推進 

９ 計画的な学校施

設の維持・更新 

10 学校施設冷房設備整備事業 

新規 

1 
ICTを活用した

教育の推進（情

報教育） 

新規 【重点 1】 

2 ICT機器・デジ

タルコンテンツ

等の整備 

3 ICTを活用した

校務支援の充実 

4 学校におけるネ

ットトラブル等対

策の推進 

5 
緊急時における

学校・家庭・地域

の連携体制の構

築 

1 
養成段階の教職

志望者への研修

等の推進 

新規 

2 
幼児教育を支え

る人材の育成に

向けた研修の充

実 

3 教員採用制度の

充実 

4 教職経験に応じ

た研修の充実 

5 管理職研修の充

実 

6 異校種間の人事

交流の促進 

7 企業等への長期

研修の推進 

8 観察・実験を中

心とした研修の

充実 

9 小学校における

少人数学級の拡

大 

基本的方向性３ 

社会の変化に対応した教育環境の充実 

施策 3-1 

安全・安心な教 

育環境の整備 

施策 3-2 

教育DX推進
に向けた教育環

境の整備 
 

施策 3-3 

子ども一人一人 

の学びを支える 
教職員の資質向 

上と指導体制の 

構築 
 

施策 3-4 

豊かな生活につ
ながる学びの環 

境の充実 

基本的方向性２ 

学校・家庭・地域総ぐるみで育み、 
生涯にわたり学び続ける機会の拡充 

施策 2-3 

多様な地域資源

を活用した豊か
な学びや子ども

の成長を支える

取組の推進 
 

施策 2-4 
生涯にわたり学 

び、学んだ成果 

を生かすことの 
できる機会の充 

実 

 

教育アクションプラン（前期）では、特に３つの項目に重点的に取り組みます。

【重点１】 共生社会を担う力の育成 

【重点２】 誰一人取り残されない教育の推進 

【重点３】 生涯にわたる健やかな体の育成 

         ※重点的に取り組む主な事業・取組に、【重点】と記載 
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第５章 計画の推進と進行管理 
 

１ 進行管理 

  

 本計画の施策や、施策により目指す姿の実現に向けた取組を着実に推進する

ため、PDCA サイクル（Plan：計画－Do：実施－Check：評価－Action：改善）

の考え方に基づき、毎年度、本計画に沿って施策を実施するとともに、成果や

課題を評価・検証し、事業内容・手法の工夫や工程の修正、社会状況の変化に

応じた施策の見直しや新たな施策の立案など、必要な改善・見直しを行い、最

終年度における目標の達成に向けて取り組みます。特に、重点項目においては、

取り組む事業・取組の成果指標から進捗状況を把握し、総合的に評価すること

で、必要な改善・見直しを行います。 

また、計画の推進には、園・学校・家庭・地域などの多様な主体との連携・

協働が必要であり、目標や事業計画が計画期間内でどこまで達成できたのかを

関係者に分かりやすく伝える必要があります。そのため、「教育委員会事務点

検・評価」を活用し、毎年度関連する指標を含め事業ごとに点検と評価を実施

しながら、広く市民の皆様に公表していきます。 
 

２ 市民及び関係機関等との連携・協働 

  

 未来を担う子どもを育み、市民一人一人が生涯にわたる学びを実践するため

には、社会全体で子どもの成長と自立、市民の学びを支えていくことが必要で

す。 

園・学校・地域・家庭・行政の各主体が、教育においてそれぞれが果たすべ

き役割を認識し、主体的に子どもの教育や生涯の学びに関わるとともに、それ

ぞれが連携し相互補完しながら取り組み、各種団体や企業、大学など多様な主

体の協力と参画を得て、教育の更なる充実を目指します。 

また、近年、子どもを取り巻く課題は、複雑化、多様化しており、子どもの

権利や福祉、地域づくりなどをはじめとした様々な観点から課題の解決を図っ

ていく必要があります。 

更に、市民の生涯にわたる学びにつながる取組は、子育て支援や、スポー

ツ・文化の普及・促進、環境教育の推進、国際化の推進など様々な分野にわた

ります。 

 こうしたことから、今後も札幌市の関係部局と組織横断的な取組を推進する

とともに、国、北海道、その他関係機関等と連携協力を図っていきます。 
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３ 成果指標一覧  

 

 成果指標 現状値 目標値 指標選定の考え方 

基本的方向性１ 一人一人が自他のよさや可能性を認め合える学びの推進 

 
１－１ 
主体的に考
え行動する
力を育む教
育活動の推
進 

１ 自分の目標をもって生活し
ている子どもの割合 － 80% 

自ら目標を設定し実現し
ようとしている子どもの
意識を示す指標 

２ 疑問や課題を解決するため
に、自分で方法を考えるよ
うにしている子どもの割合 

78.1% 85% 
課題解決に向けて主体的
に考え行動する子どもの
意識を示す指標 

１－２ 
豊かな人間
性や社会性
を育む教育
活動の推進 

３ 自分にはよいところがある
と考えている子どもの割合 77.8% 90% 

子どもの自己肯定感を示
す指標 

４ 自分が必要とされていると
感じている子どもの割合 61.6% 80% 

子どもの自己承認の感度
を示す指標 

１－３ 
多様な教育
的ニーズに
応じた教育
の充実 

５ 通常の学級に在籍する特別
な教育的支援を必要とする
子どものうち、個別の教育
支援計画を支援に生かすこ
とのできた子どもの割合 

43.3% 80% 

個別の教育支援計画に基
づき、一人一人の教育的
ニーズを踏まえた適切な
指導・支援がされている
ことを示す指標 

６ 学びのサポーターとの連携
等により、支援の充実を図
ることのできた学校の割合 92.0% 100% 

学校が把握している支援
の必要な子どもに対し
て、支援の充実を図るこ
とができている学校の割
合を示す指標 

１－４ 
誰もが安心
して学びに
向かうこと
ができる支
援の充実 

７ 「自分が安心して学ぶこと
ができている」と考えてい
る子どもの割合 

－ 100% 

一人一人のニーズに応じ
た多様な学びの場を確保
されていることを示す指
標 

８ 先生や家族以外にも相談で
きる大人がいると考えてい
る子どもの割合 

－ 90% 

子どもが悩みを相談でき
る相手の有無を示す指標 

基本的方向性２ 学校・家庭・地域総ぐるみで育み、生涯にわたり学び続ける機会の拡充 
 ２－１ 
ふるさと札
幌の特色を
生かし 、地
域に根ざし
た教育活動
の推進 

９ 「札幌っていいな」と感じ
ている子どもの割合 － 90% 

ふるさと札幌のよさを実
感している子どもの割合
を示す指標 

10 振り返りを通して、自分の
伸びや成長を感じることが
あると答えた子どもの割合 

72.6% 90% 

札幌らしい学校教育にお
ける学びや成長を実感し
ている子どもの割合を示
す指標 

２－２ 
家庭・地域
の教育力向
上を支援す
る取組の推
進 

11 家の人や地域の人に認めら
れたり、支えられたりして
いると感じることがある子
どもの割合 

－ 90% 

子どもの成長を促す家庭
や家庭の関わりを示す指
標 

12 家庭教育事業への参加が今
後の家庭教育に役立てるこ
とができると感じた人の割
合 

－ 90% 

家庭の教育力向上を示す
指標 
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２－３ 
多様な地域
資源を活用
した豊かな
学びや子ど
もの成長を
支える取組
の推進 

13 地域学校協働活動に参加し
ている子どもの年間延べ参
加者数 

13,061
人 

53,000
人 

保護者や地域の方と連
携・協働した取組に参加
している子どもの数を示
す指標 

14 自分の学びや成長に学校以
外の様々な人が関わってい
ると感じている子どもの割
合 

－ 90% 

地域の人々との関わりを
通して、自己の学びや成
長を実感している子ども
の割合を示す指標 

２－４ 
生涯にわた
り学び、学ん
だ成果を生
かすことの
できる機会
の充実 

15 生涯学習をしている市民の
割合 76.2% 80% 

生涯学習活動を行ったこ
とがある市民の割合を示
す指標 

16 これまでに学んだ成果を生
かしているまたは今後生か
したいと考えている市民の
割合 

 － 80% 

生涯学習活動の成果を生
かしている、または今後
生かそうと考えている市
民の割合を示す指標 

基本的方向性３  社会の変化に対応した教育環境の充実 
 

３－１ 
安全・安心
な教育環境
の整備 

17 自分の学ぶ環境は、安全面
での配慮がされていると考
えている子どもの割合 

－ 100% 

自分の学ぶ環境は、安全
面での配慮がされている
と考えている子どもの割
合を示す指標 

18 市立園・学校におけるバリ
アフリートイレの整備割合 63.4% 100% 

環境整備が充実されたこ
とがわかる指標 

19 普通教室等へ冷房設備を整
備した市立園・学校の割合 0% 100% 

環境整備が充実されたこ
とがわかる指標 

３－２ 
教育 DX 推
進に向けた
教育環境の
整備 

20 情報の正しい活用の仕方を
考えて端末を使っている子
どもの割合 

－ 90% 
情報活用能力を身に付け
ようとしている子どもの
割合を示す指標 

21 授業や校務に ICTを効果的に
活用できると教員の割合 

81.9% 100% 

校務や授業にＩＣＴを活
用し、児童生徒の情報活
用能力の育成に向けた指
導ができると答える教員
の割合を示す指標 

３－３ 
子ども一人
一人の学び
を支える教
職員の資質
向上と指導
体制の構築 

22 「教職経験に応じた研修」
における学びを生かして子
どもの学びの充実を図って
いると答えた教職員の割合 

－ 100% 

教職員が学んだことを主
体的に生かそうとする意
識を示す指標 

３－４ 
豊かな生活
につながる
学びの環境
の充実 

23 自己の発育や健康に関心を
もつ子どもの割合 － 100% 

自己の発育や健康に関心
をもつ子どもの割合を示
す指標 

24 図書館の年間延べ来館者数 
2,258,324
人 

3,000,000
人 

図書館の来館者数を示す
指標 

25 図書館の利用登録がある市
民の割合 14.6% 25% 

市民の図書館の利用状況
を示す指標 

 


